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明治４４年（１９１１）市制町村制改正と地方改良運動

大阪市を事例とする考察

山中永之佑

は　じ　め　に

　明治２１年（１８８８）４月２５日 ，法律第１号として公布された我が国最初の市制

町村制は，明治４４年（１９１１）４月６日公布の市制町村制（法律第６８号　第６９号）

によっ て改正された。この改正は，はじめ第１次西園寺内閣の原内相によっ て

郡制廃止案とともに明治３９年（１９０６）３月 ，第２２回帝国議会に提案されたもの

であろた。しかし，この市制町村制改正案は，同時に提出された郡制廃止案が

山県系官僚を主とする勢力の反対によっ て紛糾するなかで廃案となりつづけ ，

漸く明治４４年（１９１１）３月２日 ，第２次桂内閣，平田東助内相によっ て第２７回

帝国議会に提案され，３月２１日 ，可決成立するに至ったのである 。

　この明治４４年市制町村制は，明治４１年（１９０８）１Ｏ月に発布された戊申詔書を

契機に第２次桂太郎内閣の平田東助内相内務次官一木喜徳郎，内務省神杜局長

兼地方局府県課長井上友一らを中心とした内務官僚らによっ て強行された地方

改良運動を推進する地方官僚行政系列を整備，強化し，地方官僚行政機構を制

度的に構築する役割を果すものであ った 。

　この明治４４年市制町村制改正と地方改良運動については，これまで研究はす

すめられてきてはいるものの，地方改良運動と称されているものが，現実には

主として農村を対象に展開されたという印象が強いこともあ って，町村の考察

　　　　　　１）
を主とする業績が多かったのではないかと思われる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（５２２）
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　しかし，地方改良運動は，後述するように，決して農村のみを対象として行

われたものではなく ，都市をもその対象としたものであ ったし，地方改良運動

を政策およぴ法の面から広い視野においてとらえるならは，明治４４年市制町村

制改正すらも ，地方改良運動（政策　法）の中軸をなす重要な一環として，と

らえることもできるように考えられるのである
。

　ことに，日露戦後の日本資本主義の諸矛盾は，農村とともに都市にも大きく

あらわれ，いわゆる都市問題を顕在化，激化させ，都市行政の重要性をクロー

スアヅ プさせる。この時期においては，都市行政のもつ諸矛盾の解決は，単に

政府 ・官僚のみならず都市住民にとっ ても大きな課題として認識されていたの

である。したが って，明治４４年市制町村制改正の意義を考察するに当 っては ，

明治２１年（１８８８）市制町村制より以上に，市制の意義についての考察が重要な

比重を占めるとさえいいいうるのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
　こういった視点から考えて，きわめて貴重な業績が，近年，３人の研究者 ，

原田敬一氏 ・小路田泰直氏 ・松下考昭氏から発表されてきた 。

　本稿は，これらのうち原田 ・小路田両氏の労作に依拠しながら，考察の地域

的具体例を大阪市にとっ て， 明治４４年市制町村制改正と ，それを中軸として展

開された地方改良運動の意義を考察することにより ，日本帝国主義成立期の都

市と農村を通ずる地方政策 ・法を全機構的，全体制的に再検討することを目的
　　　　　　　　３）
とするものである 。

　しかし，本稿は，まだ未熟な未定稿であり ，試論の域を出るものではない 。

このことをはじめにおことわりして，大方の御批判，御叱正を乞う次第である 。

１）私が本稿を草するに際して読むことのできたかぎりのものを，後掲の業績を除

　き挙げておく 。亀卦川浩『自治五十年史』（文生書院，１９７７年），藤田武夫『日本

　地方財政発展史』（文主書院，１９４９年），大島美津子『明治末期における地方行政

　の展開　　地方改良運動」東京大学東洋文化研究所紀要第１９冊（１９５９年），大島

　美津子『明治のむら』（教育杜，１９７７年），持田信樹「日本における近代的都市制

　度の成立（２）」杜会科学研究，３６巻６号（１９８５年），山田公平「明治末年の天皇制

　国家におげる国家統合と地方自治」名古屋大学法政論集（１９８６年），大石嘉一郎

　『近代日本の地方自治』（東京大学出版会，１９９０年）。

　　　　　　　　　　　　　　　（５２３）
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　　　なお，この問題に関してはつぎの拙稿がある 。

　　　山中水之佑ｒ日本帝国主義成立期の地方統治と家族政策　家族法　　兵庫県伊

　　丹地方の町村戸主会　教育会を事例とする考察　　」福島正夫編『家族　政策と

　　法６　近代日本の家族政策と法』（東京大学出版会，１９８４年），同ｒ和歌山県にお

　　ける地方改良運動 ・民力酒養運動とその批判」安藤精一先生退官記念会編『和歌

　　山地方史の研究』（安藤精　先生退官記念会，１９８７年）。

　２）原田敬一「都市支配の構造」歴史評論，３９３号（１９８３年），同「都市支配の再編

　　成日露戦後大阪市政改革運動をめくって」ヒストリア
，１０１号（１９８３年）

，

　　小路田泰直「日本帝国主義成立期の都市政策」歴史評論，３９３号（１９８３年），同

　　「両大戦間期の政党と官僚」日本史研究，２８１号（１９８６年），同「帝国主義都市の

　　成立と生活難問題」部落問題研究，９８号（１９８９年），同『目本近代都市史研究序

　　説』（柏書房，１９９１年），松下孝昭「大阪市学区廃止問題の展開　　近代都市史研

　　究の一視角として　　」日本史研究，２９１号（１９８６年）。

　３）後藤靖教授は，拙著『近代日本の地方制度と名望家』（弘文堂，１９９０年）につ

　　いての書評のなかで，拙著に対する３つの疑問を提出しておられる。この疑問は ，

　　いずれも正鵠を射たものである。今後，私自身の課題として，この疑問に答えて

　　いかなげればならないと思っている。本稿が，教授の第３の疑問，すなわち「郡

　　制廃止問題はたしかに郡制 ・郡役所を中心の問題には違いないが，日本資本主義

　　の発展にともなう都市の形成と都市行政の新たな展開と関連はなかったのだろう

　　かという疑問が残る。このことについての言及が欲しかったと思う 。そのように

　　考えたいと ，著者もいわれるように郡制の廃止が「日本帝国主義国家体制に即応

　　する天皇制支配体制の再編，再構築の一環」であったということを，全機構的な

　　編成替えの一環として読者に明確に把握させることは困難にさせるからである」

　　（目本地方自治学学編肱域行政と府県』敬文堂，１９９０年，２４３頁）という疑問に

　　対する私の回答の１つともなれぱ幸いである 。

１　地方改良運動（政策 ・法）の意義

　目露戦争が行われる明治３０年代後期に入り ，目清戦後の資本主義と地主制の

進展にともなう明治３０年（１８７９）前後以降の杜会経済的構造の変化かい っそう

進行する。杜会経済的構造の変化の進行とは，まず第１に，目本資本主義の確

立であり ，さらにそれにともなうブルジ ョア ・地主の地位確立を示す政治形態

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５２４）
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の変化＝政党政治化動向の発生てある。第２には，日本資本主義の確立と同時

にすすめられた早期的な帝国主義国家体制への転換が，財政上，統治上の矛盾

を増大させたことである。たとえぼ，財政上，国民の税負担をみれぼ，明治２４

年（１８９１）を基準として，日露戦時および戦後にかげて実質的に２～２．５倍に

増加している。そして，その増加は，町村税，府県税における戸数割の増加 ，

国税における間接税の強化を主要手段とした，　般国民に負担の増加を強いる

性格の強いものであ った。また，これを支出面からみれば，その費途は，軍事

費， 植民地経営費，重要産業助長費なとの国家の軍事体制強化に用いられ，一

般国民の生活は，以前よりもかえって無視されるという重大な矛盾を含むもの

であ った。第３は，地主の寄生化の進展と資本主義経済の農村への浸透によっ

て惹起された農村における地主支配体制の動揺である。農村における寄生地主

制の，いっそうの進展につれ，地主の在村機能は，ますます希薄化し，その支

配力は弱まらざるをえない。この傾向は，産業の勃興にともなう大地主の都会

への進出による商業資本家，産業資本家への転化，また商業資本家，産業資本

家の土地投資による寄生地主化の進行，労働市場の成立による小農民の地主に

対する相対的独立性の増大によっ て， いっ そう拍車をかけられた。さらに日露

戦後の株式投機熱　企業熱の勃興に象徴されるような杜会の資本主義化の進展

によっ て， 農村にも都市にも資本主義経済の波が押しよせ，農村 ・都市におけ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）る階層的支配の枠をゆるめる契機とな ったのである 。

　これらの杜会経済的構造の変化に対処するため，政府は，統治機構の再検討

をせまられた。これらの構造変化のうち，政党政治化動向の官僚機構への波及

と侵食に対しては，すでに政府は，明治３２年（１８９９），文官任用令を改正して ，

官僚機構の特権的地位を確保する一方，支配様式の妥協的転換を行っていた 。

中央政局では，立憲政友会の創立（明治３３年）がそれであり ，地方段階では ，

府県会議員らの地方「名望」家副こ対し，府県政における利益環流経路を確立

し， 政党の府県政への関与を認めると同時に，それを通じて知事が政党操縦を
　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
行う形式をとり ，政党化現象に対応した 。

　また同時に，政府は，地方制度としては，明治３２年，郡制 ・府県制の郡会議

　　　　　　　　　　　　　　　　（５２５）
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員， 府県会議員複選制と郡制の大地主郡会議員制を廃止して，政党の政治化と

地主制の構造変化にともなう制度的破局を防止する措置をとっ た。 ついで市町

村に対しては，官僚的統治の強化とならんで，地方改良運動を展開するに至る
　　　３）
のである 。

　こうして，わが国の地方行政は，日露戦争を契機として明治４０年代に入 って

新しい段階に入った。それは単に目露戦争中から戦後にかげての混乱を整理す

るということだけではなく ，戦後の日本資本主義の飛躍的な発展か，それに応

じる新しい行政機構 ・財政組織を必要としたからであ った。加えて，資本主義

の発展にともなう諸矛盾によっ て成長した杜会主義思想の市町村住民への影響 ，

明治４０年（１９０７）にはじまっ た恐慌をともなう労働者 ・農民の窮乏，労働運動

・小作料軽減運動の激化に基因する，市町村におけるブルジ ョア ・地主の支配

秩序の動揺によっ て， 地方「名望」家支配体制もまた動揺した。これは，全国

的な現象であ った 。

　政府は，このような事態に対応できる新しい中央 ・地方の統治機構を整備し

なければならなかった 。

　山県系内務官僚として第２次桂内閣の平田東助内相，一木喜徳郎内務次官の

もとで地方改良運動の事実上の指導者とな った井上友一は，明治３９年（１９０６）

１２月に出版した彼（当時，内務省参事官兼書記官）の著書『欧西自治の大観』の

なかで，当時の目本の直面する状況を，つぎのようにとらえている。「今や我

国は，振古未曽有の戦捷を博して兵力戦は　段の結了となりはしたものの，将

来に於ける戦争は民力の戦，富力の争となって世界至る所の市場を戦場として
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
起るや必然である。之に対する準備は１日の俄安を許さざるものがある」。

　このような官僚の認識は，決して中央にとどまらず，地方官僚にまで存在し

ていた。山口県事務官，西村保吉は，日露戦争直後において，国政の末端に位

置する町村において，国家が町村住民に対してどのような現状認識，どのよう

な方向性を与えようとしていたかをいっそう明瞭に述べている。「一国ヲ相手

ト：■テノ 戦争〔日露戦争を指す一山中注〕サエモ，所謂挙国一致 ノ団結カ ニ依テ

辛フシテ勝ツコトカ出来マシタ位テアリマスカラシテ，全世界ヲ相手トシテノ

　　　　　　　　　　　　　　　　（５２６）
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将来 ノ戦争 ニハ 真二厳粛ナル全由良ン
ー二壷由念ンカシ垂二↓三 コトハ多言ヲ

　　　　　（ママ）　　　　　　　５）
須セスシテ明了テアリマス」（傍点は山中）。

　このような文官官僚の認識は，またつぎのような軍事官僚の認識ともな って

表明される 。明治４４年（１９１１）８月 ，当時歩兵第二旅団長，陸軍少将であ った

田中義一は，本郷聯隊区管内王子町において，地方官公吏，在郷軍人会分会長

そのほか学校教員，地方有志者らの前で「地方ト軍隊トノ 関係 二就テ」講演し

て， 以下のように述べている。「国民 ノ後援ナクシテ決シテ軍隊ガ成立ツモノ

デナイ ，（中略一山中注）殊二私共ハ今度 ノ戦役（日露戦争を指す一山中注）二 於

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）テ， 最モ著シク国民 ノ後援二待タネバナラヌト云 フコトヲ 感ジマシタ」。

　「所謂軍隊ハ国民学校デア ッテ此 ノ学校 二入 レテ，初 メテ本当 ノ人間ガ出来

ルコトニナッ テ来ルノデアリマス。私共ハ富国強兵ハ別 々卜思 ツテ居 ツタガ此

ノ点カラ能ク考ヘルト ，富国ト強兵トハ軍人ノ共 二為スベキ コトデ，必ズシモ

別ノモノデナイ ，強兵デアルト同時 二国ヲ 富マサネバナラヌ 。牽濠∴ネ生産由

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
ノモノデァルト云フガ，存外生産カヲ 発生スルモノデアルト思 ヒマス」（傍点は

山中）。

　そこで「軍隊 ノ目的ヲ 達スル ニハ 軍隊自身バカリデナク ，国民ガ協カセヌ

ケレバ，軍隊教育 ノ目的及在郷軍人会設立ノ 趣旨ハ達セラレヌモノデァリマ
８）

ス」。 したかって「アナタ方在郷軍人トノテ，トウテアルカト云フト ，先刻カ

ラ私ガ申ス如ク ，国民ヲ指導シテ行カ子バナラヌト云 フ位ナ抱負ヲ 有ツ テ居ラ

ヌセレバナラヌ 人々 デアリマス。アナタ方ハ 此ノ 勤倹力行ト云 フコトノ 模範

ヲ郷里 二垂 レル人デナケレバナラヌ 。又人 二対シテハ極ク誠実デアリ ，業務 ニ

ハ極ク勤勉デアリ ，自分 ノ職業 ニハ精励デアルト云フ主義 ノ許二教育サレタ人

デアリマスカラ ，郷里 二帰 ツテモ，人カラ尊敬ヲ 受クベキ人デアリマス。アナ

タ方 ノ在郷軍人トシテノ 行動ガ，一町一村 ノ人カラ尊敬ヲ払ハレ，信頼セラレ

テ， アナタ方ガ有ル為二一町一村 ノ秩序ガ能ク保タレ，風儀ガ良クナル。アナ

タ方ガ正業二勤勉ナル為 二， 町村 ノ生産カガ殖エルト云フコトニ ナル。又此 ノ

地方二有ルカドウカ知リマセヌガ，町村 ノ青年団ガ出来テ居 レバ，アナタ方ガ

其青年団 ノ中心ノ人トナ ツテ，ソレヲ能ク導イテ行カネバナラヌ ，一面 ニハ吐

　　　　　　　　　　　　　　　（５２７）
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村ガ発展スル上二付テ，ナ÷三芳∴叶舟良〉錘南Ｆ÷今壬４レ
く÷今オ

（傍点

は山中）。

　以上に紹介したような，官僚らの認識によって要請される統治機構こそ，ま

さに帝国主義国家のそれにほかならない 。

　このような統治機構づくりは，時期的には日露戦争の時から，すでにはじま

っていた。それらは，非常特別税法（第一次第二次）なとの諸税法のほか，市

町村統治機構づくりに直接関係するものとしては，地方税制限に関する法律な

どや，上級官庁による市町村の監督指導の強化その他市町村住民に対する行政

執行機関の強化を目的とする内務大臣 ・府県知事 ・郡長なとの指令 ・訓令等を
　　　　　　　　　１Ｏ）
挙げることができよう 。

　また明治４０年（１９０７）２月１１日には，内閣官制の改定（勅令第７号）が行われ ，

ついで３月には「帝国国防方針」と「国防に要する兵力量」が事実上，軍部の

独裁で決定され，これが極秘の最高国策とな った。さらに同年９月には，軍令

第１号「軍令 二関スル件」も制定された。これは，公式令（明治４０年２月）の

規定以外に，陸海軍の統帥に関する勅令を軍令とし，　般勅令と異な って，軍

部大臣の副署のみで内閣総理大臣の副署を必要とせず，法制局の審査も ，枢密

院の審議も必要としないという例外規定である。軍に関する規定 ・命令に内閣

総理大臣以下の関与を排するという ，この規定は，憲法にもかかわる重大な問

題であるが，その軍令を制定すること自体が軍令第１号によっ て行われたので

ある。これは，統治機構上の重大な基本的改革，すなわち権力の法的構造の二
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
元化あるいは権力の法的二元構造の出現といわなければならない 。

　これらのことは，天皇制統治機構内における軍部の地位を決定的に高め，強

化した。と同時に，このことは，全国政を軍事政策によっ て規定し，全国民を

挙げて戦争準備，あるいは，戦争のための軍拡政策 ・軍事政策を中軸とする諸

政策へと動員する帝国主義国家の統治機構の形成への方向を示す重要な指標と

いわなげればならない 。

　ついで明治４２年（１９０９）５月３日には，勅令第１２４号をもっ て内務省官制が

改正され，内務大臣の命をうげて「地方事務 ノ視察 ヲ掌ル」専任の内務事務官

　　　　　　　　　　　　　　　　（５２８）
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（奏任）が置かれた。これによっ て内務省の統轄下に市町村の監督を行なう体

制がいっそう強化されたことは，市町村統治機構づくりの一環として看過でき

ない 。

　このように個別的な行政に関する法律改正または訓令 ・指令等によって行わ

れた日本帝国主義国家の市町村統治機構づくりの最初のいちおうの集大成が ，

明治４４年（１９１１）４月の市制町村制改正（法律第６８号　第６９号）およぴそれを中

軸として展開された部落有財産統一（明治４３年１０月１３日内務 ・農商務次官通牒林第

　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）４９２７号） ・地方改良運動等の諸政策であ った 。

　このうち地方改良運動（政策　法）は，明治４４年市制町村制改正よりも ，一

足早く明治４１年（１９０８）１Ｏ月発布の戊申詔書を契機に展開されていた。しかも ，

この地方改良運動の対象は農村対策だけであ ったのではなか った。先に紹介し

た井上は，地方改良運動（政策 ・法）の指針と考えられる ，その著『自治要議』

のなかで，つぎのように述べている 。

　　近来都市の事業は日露戦役後頓に其活気を呈するの趨勢あり 。是は十年以

　　前に在りて府県郡市町村を通じて自治経営の費用合計八千九百万円なりし

　　もの，今や一億ハ千万円の多きに上れり 。其中府県郡費は六干万円にして ，

　　地方費全体の約三分の一に達す。其余は則ち下級団体たる市町村費に属す 。

　　其内町村に関するものは，十年目１」二千八百万円に止りしもの，上りて六千

　　六百万円となり ，都市の経費は十年前僅かに千五十万円なりしもの，今や

　　三千九百万円の巨額に達せり 。都市経費の著るしく増加したるは，港湾 ，

　　水道の事業其主たる原剛こして，近年大阪京都二市の電車事業の如き公債

　　に依る独占事業の著るしきものに属す。都市の発達は多く農村の衰退を意

　　味するは，欧州各国の通弊とする所なり 。我邦に於ても都市の発達年を逐

　　ふて進むと共に，幸にして近来農村保護，農村一新の議朝野の間に起り ，

　　都市農村の改良論は二者両存併立の策を促すに至れり 。都部何れを問はず ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
　　自治の精神に至りては将来力を掲して之を作興せざるべからず（傍点は山

　　中）。

　井上は，上にみたように「都市の発達は多く農村の衰退を意味するは，欧州

　　　　　　　　　　　　　　　　（５２９）
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各国の通弊とする所なり 。我邦に於ても都市の発達年を逐ふて進むと共に，幸

にして近来農村保護，農村一新の議朝野の間に起り ，都市農舟あ童良言喬注土去

両存併立の策を促すに至れり 。都都何れを問はず，白冶あ結柚に至りては将来

力を掲して作興せざるべからず」と述べて，地方改良は，都市，農村に対して

併行して行われなければならないことを主張しているのである。もちろん，現

実の実施過程においては，その重点は，内務省衛生局長中川望が述べているよ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
うに「農村の改良さへ出来れば，都市の改良は余程楽に出来る」という考えか

らか，「国の発展 ・国力の増進と申しましても ，先づ農村の改良に如くものは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
ない。何が急務かといえば，農村の改良であります」といわれるように，地方

改良運動には農村対策中心という印象が強い 。

　しかし，このことは，明治４４年（１９１１）市制町村制改正の意義を考察するに

当って，都市を無視してよいということでは決してない 。

　井上は，同じく先に紹介した『欧西自治の大観』のなかで「スタイソは自治

の化身ともいうへき欧州異数の政治家であ った。仏蘭西の侵攻を受けて国勢大

いに慶まり危急且夕を料られざるの秋，暫らく鋒錐を収めナ ッソーに退いて居

ったか，此処で国家再造の大策を立てんとしたのである。時偶々ヶ一ニスヘル

ヒ市の一市民が新に起草した市政案のあることを聞知し，同市より之を建白せ

しめ，之を基礎として自治制度の端緒を啓いたのであったか，此の建白書に対

するスタイソの意見は『是れ実に市政の一新を画するの宝鑑たり 。若し之を実

施するの暁には必ずや市民をして虚文徒法の煩を脱し，新に国民に貢献するの

心を養はしむるに足らん，萄くも奉公心にして欠くる所あらんか何を以て能く
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
一国を興すに足らんや』といふのであった」と述べ，さらにまた「目露の間に

戦端の開かるるや，当年の普魯西が尚至って小弱の国でありながら，敢然国運

を賭して仏蘭西の大軍と抗戦したる如く我帝国も亦国家の危機に処して能く人

道の光輝を捧げ，世界最強国とうたはる二 露国に対して断々乎として戦を宣し

たのである。然るに国民精神の昂揚と人心の一致とは，期せずして国家の根低

を沃かにし，無量の感化を自治の発展に寄与したのは，牽破嵩当時の普魯西と

東西地を変へ処を異にしながらも同一轍に出つるの観があったのは一見奇異で

　　　　　　　　　　　　　　　　（５３０）



　　　　　　　明治４４年（１９１１）市制町村制改正と地方改良運動（山中）　　　　　４３

はあるが，我は必然の機運と謂っても不可ではない」と述べて，「将来に於け

る」「民力の戦」「富力の戦」に対する「準備」のために「心すべきは，戦後の

経営が国力の充実に侯ち，国力の充実が一に地方自治の加こ倹つべきの一事で
　１７）

ある」と述べている 。

　このような井上の言葉と ，先に紹介した彼の言葉とを合わせて考えるならば ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
彼は日露戦後の地方改良を「都市農村の両立併進の策」として構想し，日露戦

争をナポレオン戦争に比定して，プ ロイセ１／のスタインの市政（市制）改革を

念頭に置き，その自治制度を理想として地方自治のあり方を追求していたとい

ってよいであろう 。

　このことは井上が，その理想とするプ ロイセンの自治制度について，つぎの

ように述べていることからも明らかである 。

　　普国の新興は都市制度の改革に負ふ所多し……彼（スタインー山中注）が創

　　意に成りたる１８０８年の都市制度は彼が断行せし所の改革中の白眉たり 。彼

　　は封建時代に於げる種族的階級的の積弊を受くること最少き都市団体を振

　　起し其自治の業に依て国家再建の基を立てんとす。是れ彼か先つ都市制度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
　　を制定し，村邑に対しては其制定を公約せる所以なり（傍点は山中）

　すなわち，井上は，彼が理想としたプ ロイセソの自治制度の基本を都市制度

の改革，整備にあるとし，それによっ てプ ロイセノか「国家再建の基を立てん

と」したというのである 。

　以上述べたところによっ ても ，井上は，当時，彼ら内務官僚が推進しようと

していた地方改良運動（政策　法）の重要課題を農村制度（町村制）の改革とと

もに都市制度（市制）の改革にあるととらえていたことか明白にな ったといえ

よう
。

　このような井上の地方改良運動（政策 ・法）の論理から考えるならば，井上

の考える地方改良運動（政策 ・法）は，これまでとらえられているよりももっ

と広義にとらえられるのてはなかろうか。具体的にいうならは，本稿か主題と

する明治４４年（１９１１）市制町村制改正も ，地方改良運動（政策法）の中軸をな

す重要な一環として，とらえられるのではなかろうか 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５３１）
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　このことは，つぎに紹介する井上の叙述からも推察される。まず井上の都市

制度（市制）改革の論理は「近世都市制度に於げる編纂時期，已に過ぎ去りた

るも玄玄に再び朝野人心の耳目を集中せしむるの難関に逢着せり 。即ち『都市集
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）積と膨張」に伴ふ一種の弊害及之に対する救治政策之なり」という彼の認識に

　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
もとづくものであ った。事実，後述するように，当時，東京 ・大阪をはじめと

する日本の大都市には，彼が認識したような情況が存在し，それに対する対策

が焦眉の課題とな っていたのである。したが って，井上にとっ て地方改良運動

（政策 ・法）の最重要の課題の一つが「都市行政を乗り ，之をして燥呼盛美の域

に詣らしめ，財政の基礎豊富にして百般の経営其時を過たり ，依て以て一国振
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
興の業に対して補理承化の功を建てしめん」ことにあ ったと確言できよう 。

　しかも ，看過しはならないことは，上述してきたところからもすでに一定程

度， 明らかではあるが，都市における地方改良政策 ・法（運動）は，農村にお

けるそれと密接不可分の関連性をもっ て行われなけれはならないと考えられて

いたことである。このことは，井上が，大正元年（１９１２）に，その著『自治の

開発訓練』のなかで「都市の廃頽は，種々の事より来るであろうが，今のやう

な家屋の改良問題を始…… 総ての杜会問題を解決する所の中心にして行かう
，

どうかして昔羅馬なり希膿なりが都として世界の手本になつた如く ，今日の都

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３）会も世界の最美都市と言はる上 様に各国皆競争しているのであります」と述べ
，

それに続いてつぎのように述べていることによっ て， いっ そう明白となる 。

　　目本は１０年前に比べると ，段 々都会も殖えて市と町とを併せますと ，約

　　２００ほどあります。先づ都会は益々繁栄して行きますが，唯だ希望する所

　　は都市農村複本位で進みたい。都会のみありて農村がないといふことでは

　　困るのである。又農村のみに力を入れて居る所の丁抹のやうな小国を真似

　　る訳にも参りませぬ。農業工業相併せて進んで行く所の独逸を学んで，独

　　逸の如く優良なる都市と優良なる農村とを２つ併せて之を求むるやうにし
　　　　　　　　２４）
　　なければならぬ 。

　以上，本早では，地方改良運動（政策　法）は，それを推進した内務官僚ら

政府の意図としては，単に農村制度（町村制）の改革だけにあ ったのではなく ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（５３２）
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都市制度（市制）の改革にもあ ったこと ，そして両者は密接不可分に展開され

なけれぼならない（それゆえ当然に両者は，トータルに考察，検討されなけれぼなら

ない）政策 ・法であ ったこと ，したが って，広義にとらえるならば，明治４４年

（１９１１）市制町村制改正も ，また当然に地方改良運動（政策 ・法）の中軸をなす

重要な一環と考えられることを明らかにしてきた 。

　次章ては，大阪市政改革運動を中心に，そこにみられる明治４４年（１９１１）市

制町村制改正を要請した動きと ，その論理を探ってみたいと思う 。

１） ，２），３）大島美津子『明治のむら』（教育杜，１９７７年） ，１８６～１８７ぺ一ジ参照 。

４）井上会『井上博士と地方自治』（全国町村長会，１９４０年）１９べ 一ジ，宮地正人

　『日露戦後政治史の研究』（東京大学出版会，１９７３年）４べ一ジ参照 。

５）山口 県産業方針「明治４１年１１月山口 県知事渡辺融報告」（生産調査会『産業方

　針』第１冊明治４４年９月 ，４７５べ一ジ以下，宮地 ・前掲書７べ 一ジより引用）。

　　なお，これは，西村が明治３９年（１９０６）２月から９月にかけて ，山口 県内の町

　村長，助役，町村勧業主任，郡町村農会関係官の前で，県の勧業方針を説明する

　ために行った演説である（宮地 ・前掲『日露戦後政治史の研究』５べ 一ジ）。

６）「借行杜記事」４３２号附録（京都大学附属図書館所蔵文書　　原田敬一氏の御教

　示による）。

７）同上，２８べ 一ジ 。

８）同上，２２べ 一ジ 。

９）同上，２７べ 一ジ 。

１０）大島美津子「地方制度（法体制確立期）』鵜飼信成 ・福島正夫 ・川島武宜 ・辻

　清明編『講座日本近代法発達史８』（動草書房，１９５９年）６７べ 一ジ 。

１１）軍令の制定については，松下芳男「明治軍制史論』下巻（有斐閣，１９５６年）

　５９０へ
一ノ以下，小林幸男「『挙国一致』論覚書（１）　いわゆる『天皇制 ファノス

　ム』権力論の再検討」法学１２巻３ ・４号（１９６４年）３９べ一ジ以下，藤原彰『体系

　　日本歴史６　日本帝国主義』（日本評論杜，１９６８年）２７べ 一ジ，由井正臣「日

　本帝国主義成立期の軍部」原秀三郎 ・峰岸純夫 ・佐 々木潤之介 ・中村政則編『大

　系日本国家史５　近代ｎ』（東京大学出版会，１９７６年）１４７べ一ジ以下を参照され

　たい 。

　　なお，明治４０年（１９０７）３月には内閣官制も改正される。この内閣官制の改正

　と軍令の制定との関連については，山中永之佑「内閣制度の形成と展開」日本行

　政学会編『年報行政研究２１内閣制度の研究』（ぎ ょうせい，１９８７年）７６べ 一ジ

　以下を参照されたい 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（５３３）
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　１２）以上，山中水之佑ｒ目本帝国主義国家体制の形成と町村制度　　兵庫県伊丹地

　　方の町村行財政を事例とする一試論　　」大阪歴史学会編『近代大阪の歴史的展

　　開』（吉川弘文館，１９７６年）３４～３６ぺ 一ジ 。

　１３）井上 ・前掲注４）『井上博士と地方自治』５６べ 一ジ 。

　１４），１５）中川望「自治の活勢」『明石講演集』２６５べ一ジ（山田公平「明治末年の

　　天皇制国家における国家統治と地方自治　　その国際比較的特質　　」名古屋大
　　学法政論集１１０号（１９８６年）５６０べ 一ジ所引による）。

　１６）井上 ・前掲注４）『井上博士と地方自治』２０べ 一ジ 。

　１７）同上，２１～２２べ 一ジ 。

　１８）同上，５６べ 一ジ 。

１９）井上友一『都市行政及法制』上（１９１１年）１１１ぺ一ジ（小路田泰直丁日本近代

　　都市史研究序説』（柏書房，１９９１年）１９２べ一ジ所引による）。

２０）井上 ・前掲注１９）『都市行政及法制』上，４べ一ジ（小路田 ・前掲注１９）『日本

　　近代都市史研究序説』１９２べ一ジ所引による）。

２１）本稿，７１～７３ぺ一ジ参照 。

２２）井上 ・前掲注１９）『都市行政及法制』上，６ぺ 一ジ（小路田 ・注１９）前掲『日

　　本近代都市史研究序説』１９２ぺ 一ジ所引による）。

２３），２４）井上 ・前掲注４）『井上博士と地方自治』２７２べ 一ジ 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
２　大阪市における市政改革運動の展開と明治４４年市制

　すでに述へたように日露戦後，政府は，急速に軍備の大拡充を行うとともに

満鮮 ・樺太の植民地経営をすすめなければならなかった。また国内では，資本

の急速な蓄積を推進するために，鉄道の国有化，電信電話の拡張，治水事業 ，

八幡製鉄所の拡充なとも行わなけれはならなかった 。

　このような状況のもと ，政府は，戦時中の非常特別税法による大幅な臨時増

税を容易に打ち切ることができなかった。と同時に国の税源への食い込みを警

戒して，国税に対する市町村などの付加税賦課の制限をゆるめることもできな

かっ た。 明治４１年（１９０８）３月 ，政府（西園寺内閣 ・原内相一政友会）は，議会多

数党の政友会の支持をえて，地方税制限に関する法律を公布し，戦時中の国税

の非常増税に際して応急的に設げられた国税付加税に対する制限を恒久的に制

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５３４）
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度化してしまっ た。 その後，制限率その他には変更が加えられたが，同法は ，

昭和１５年（１９４０）まで３０余年間，市町村などの課税力を強く制約してきたので

ある 。

　このような政策に対して，人 々は，当然，反対運動を起こした。明治３９年

（１９０６）～４１年（１９０８）の悪税反対運動である
。

　大阪地方においても ，反対運動の結果，明治４１年（１９０８）２月５日 ，「大阪

市に於げる高工業各種組合有志数十名」か，「増税に反対し又現在の財政計画

に賛成の政友会議員には次期選挙に投票せざる事」（ｒ大阪朝日新剛明治４１年２

月６日）を満場一致で決議した 。

　この勢力におされて，市会議員からの転身をねらっ て政友会に入党していた

橋本半兵衛（仏壇商）は脱党した（『大阪朝日新聞』明治４１年２月１３日）。 しかし政

友会は，三谷助秀（公証人 ・大阪商工会議所特別議員）を中心に巻き返しをはか

り， 同年３月９日の大阪市内同業組合の全体集会では，「増税に対する大阪商

業集会所の態度は纏綿せる情実の為東京のそれの如く歩調一致せず，去る９日

の実業組合総会に於ても各議員の任意行動を認むることと」（『大阪朝日新聞』明

治４１年３月１３日）な って，反対運動は挫折してしまっ た。

　このように悪税反対運動は，挫折したが，そのエネルギ ーは，明治４１年

（１９０８）５月１５日の第１０回帝国議会衆議院選挙において悪税反対派の岩下清周

（無所属 ・新）と石橋為之助（無所属 ・新）を当選させるに至 った 。

　このような状況のなかで市政改革運動が起ってきたのである。この運動は従

来， 大阪市政を実質的に支配してきた「予選体制」といわれる「土着名望家」

（原田氏の表現であるが，以下本稿では，地方「名望」家と表現することをおことわり

しておく）支配の体制を解体させる契機とな った。「予選体制」とは，学区や区

を単位に結集した中小資本家層＝地方「名望」家層を背景に予選という方法に

媒介されて選出された市会議員や市参事会員が，学区や区の局部的利害を背景
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
に対立 ・妥協を繰り返しながら現実の市政を支配してきた体制のことである 。

　従来，大阪市会を牛耳ってきたのは，予選派と 口乎ぼれていた勢力であ った 。

彼らが地域有力者によっ て構成される予選団体の推薦を経て議員とな ったから

　　　　　　　　　　　　　　　　（５３５）
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てある。府会議員 ・市参事会員 ・市会議員なとの名誉職に，地域有力者の事前

の談合によっ て地方「名望」家を選出する，このような予選方式は，大阪市に

おいて，明治２３年（１８９０）前後から形成されはじめたといわれている。予選方

式は，地域有力者間の利害対立 ・政争を回避し，各種の名誉職の安定的な配分

を通じて地域秩序と有産者間の秩序を維持する根幹として機能した。この大阪

市におげる地域杜会の基礎的な単位は学区にあ った。学区とは，明治２５年

（１８９２）に地方学事通則にもとついて小学校の設立 ・維持のために設けられた

ものであるが，そのもとにな ったのは，第１次市域拡張（明治３０年一１８９７）以前

の市域においては，連合町である（３９学区）。 それ以後の市域では，学区は，原

則として旧町村を基準に設置された（２１学区）。 学区には，区会議員 ・学務委員

（直接市税納入者が選出）が置かれ，学区を単位に在郷軍人会分会，衛生組合な

とも組織された。予選団体の基礎もまた学区にあり ，府 ・市会議員から衆議院

議員に至る集票活動も ，区会議員を中心に学区単位で展開されたといわれてい

る。 学区は，このように大阪市の杜会的，政治的な基礎単位であ った。予選派

議員の多くは，学区地域に影響力をもち，彼ら自身も地域利害に切実な関心を
　　　　　　　　　３）
抱く自営業者であ った 。

　日露戦後の時期には，このような予選派支配の市会の不能率，混乱，不明朗

さが露呈され，市政改革運動が起ってきたのである。その直接の契機とな った

のか，市電二期線の路線決定をめくる混乱である。すなわち，路線予定地の自

営業者から請託をうげた地元の予選派市議か入り乱れて路線変更運動を繰り広

げたために，路線計画か二転二転して容易に決定できないという事態に立ち至

り， 市政の混乱をもたらしていたのである。市政には，このように名誉職参事

会員 ・名誉職議員などの地方ｒ名望」家か代表する個別的地域利害かストレー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
トに反映し，市政は，彼らの利権あさりが横行する場と化していた 。

　このような情況が，市政改革運動をひき起したのである 。

　さて，このような市政改革運動の基盤とな ったのは，第１に，市会常設委員

会設置への反対論であ った。この反対論は，市会においては圧倒的に少数派で

あっ たか，在阪諸新聞は，常設委員会設置建議案に反対する日野国明議員（弁

　　　　　　　　　　　　　　　　（５３６）
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護士）らを支持した。なかでも『大阪朝日新聞』は，一貫して，常設委員会設

置に反対した 。

　常設委員会設置建議案が市会に提出された日の翌日（明治４２年６月３日）に
，

早くも反対の声をあげた『大阪朝日新聞』は，つぎつぎと反対論を展開してい

った。７月１２日には杜説「大阪市政暗黒」を掲げている。これらの反対論は ，

共通して常設委員会が執行権を侵犯して，市政を素乱，混乱させるものである

と主張している 。

　第２に，この運動の基盤とな ったのは，政府が強行した重税負担が持続して

いるという情勢である 。

　第３は，先に述べた市電（市営電気鉄道）線路変更に対する反対運動である 。

　市政改革運動の直接のきっ かげとな ったのは，この市電線路変更反対運動て

あっ た。 すなわち，市電線路（堺筋線）の変更に反対する地域（板屋橋筋）住民

の運動が「市政研究会」の組織とななり ，それが市政改革運動の母体とな った

のである。市政改革運動は急速に広がり ，明治４２年（１９０９）１２月１５日には，山

下重威市長 ・藤村守寿助役，同１６日には，市参事会員全員を辞職させるまてに

至っ た。 辞職の直接の理由は，市吏員の大火義揖金横領事件について部下の監

督不行届の責任を負 ったものであるが，その前提には，市政改革運動があ った

ことは否定できない。さらに明治４３年（１９１０）はじめには，市電線路変更問題

にかかわる収賄事件など，予選派市議の利権あさりの実態を示す事実が，つぎ
　　　　　　　　　　　　　５）
つぎと司直の摘発をうけている 。

　前年（明治４２年）の１２月１８日に開かれた大阪市政問題大阪市民大会には
，

５， ０００～６，ＯＯＯ余名ともいわれる市民が集まり ，つぎのような宣言書が読み上げ

られた 。

　　宜しく今に於て市会を改選し，人格修養，両つながら完全なる市会事会員

　　を推し，有為有能の市長を迎え，以て健全なる自治機関を建設するは，我

　　が１２０万市民の義務なりと信ず（『大阪朝日新聞』明治４２年１２月１９日一傍点は山

　　中）

　大会は，住友吉左衛門，鴻池善右衛門，藤田平太郎，村山龍平，本山彦一ら

　　　　　　　　　　　　　　　　（５３７）
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をはじめ２８１名の市政改新実行委員会を委嘱した。その第１回会合が，同年１２

月２２日 ，約１００名によっ てもたれた 。

　このように地域住民の市電線路変更反対運動から出発した市政改革運動にも ，

次第に運動の中心的担い手に，住友吉左衛門，鴻池右衛門，藤田平太郎，村山

龍平，本山彦一らの実業家＝大中のフル！ヨ ア！一か大量に参加してきた。彼

らは，数のみではなく幹事長（本山），会計主任（金沢仁作）として積極的に会

活動の中心を担っていたのである 。

　このような経過を経て，明治４３年（１９１０）１月４目「市政研究会」は，幹事

会において，その名称を「大阪市民会」と改めた。この時，新規約案も審議さ

れた 。

　同年１月２５日の大阪市民会第１回評議員会には，８０余名が参加し，幹事３０名

を選挙した。幹事３０名のうち過半数の１６名が，ブルジ ョアジーと考えられる人

物によっ て占められ，他は国民党系の弁護士５ ，医師４ ，新聞記者２ ，教育者

１， その他１という割合であ った。常任幹事８名のう・ち５名はブルジ ョアジー

と考えられる人物によっ て占められ，他の３名は弁護士であ った 。

　市民会は，演説会をつぎつぎと開催し，市民層に浸透してい った。演説会に

は選挙権をもたない人 々（一般市民大衆）も参加していたものと考えられてい

る。

　こうして「大阪市民会」は，明治４３年（１９１０）６月１日～４日に行われた第

８回大阪市会半数改選の選挙において，従来，市会の選挙などにおいて優勢を

維持し，大阪市政を事実上支配してきた地方「名望」家よりなる「予選派」と

全面的に対決した。その結果，市民会２８，予選派６ ，得票においても１０，４４２対

５， １５５と圧倒的な勝利を収めた。同年６月５目の『大阪朝目新聞』杜説も「２３

予選派を除くの外市民会推薦の候補尽く当選し先づ市民会全勝と謂つて可な

り」と述べている 。

　ところで「大阪市民会」は，どのような政策理念をもっ ていたであろうか 。

　「大阪市民会」の政策理念をもっともよく表明しているのは，明治４３年

（１９１０）３月１日の評議員会の決議書である。それは，つぎのとおりである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（５３８）
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大阪市民会決議書　本会は自治政，殊に現下の市政に対し，左の事項の実

　　行を期す

第１　自治制の運行を監視し，其の失蹟を匡し，其の成果を賛し，以て自

　　治の擁護者たる事

第２　公営事業の得失及ひ経営方法の当否を研究し，其の緩急を計り ，之

　　を完成せしむる事

第３　市制を改正し，自治制度をして民情に適応せしむる事

第４　選挙に関する一切の情弊を打破し，選挙の神聖を保持する事

第５　施政機関も革正し，市政を改善せしむる事

第６　府市会議員に公徳智能兼備の士を選出する事

第７　随時名士を招致して講演会を開催し，自治の要義を普及せレむる事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（『大阪朝日新聞』明治４３年３月２日）

　以上の各項を，当時の大阪市政を取り巻く政治情況のなかに位置づげて判断

すれは，つぎのようにいうことができよう 。まず第１ ・２項は公営事業＝こと

に市電事業を中心に，市理事者と市会の失政をただし，公債や公債費か増えて

いるのに市電敷設なとの事業か遅れ歳入か増えないことの「得失」「当否」を

究明し，公富事業を「完成」させることを求めたものである。第３項以下は市

会・ 市理事者の腐敗の「革正」を，単に「情弊」の「打破」や「選挙の神聖」

の「保持」などにとどめず市制改正による「革正」の保障を求めたものである 。

　「大阪市民会」は，すでに「市政研究会」の時代に，その中心的担い手であ

る「市政革新実行委員会」（前述の庄友ら大中ブルジ ョアジーが構成員である）の幹

事会が，他の委員とともに明治４２年（１９０９）１２月２５日に，市制改正請願書起草

委員を選出し，２９日頃には請願書を脱稿していた。請願書は，「市政革新実行

委員会」の委員全員および市公民百数十名の連署をもっ て， 第２６回帝国議会

（明治４２年１２月～明治４３年３月）に提出された（貴族院へは武田作平〔弁護士 ・大阪市

民会常任幹事 ・大阪市政研究会幹事 ・国民党支部幹事〕ほか１４７名，衆議院へは武内作

　　　　　　　　　　　６）
平ほか１７４名で提出されている 。）。

　請願書は「……挽近に至り ，現行市制の弊患を痛切に感ずるは各府県重要の

　　　　　　　　　　　　　　　　（５３９）
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都市に於て顕著なる事実なり…… 抑も我が大阪市の如き常国第一の都市にして ，

人口１２０万を有し，１ケ年の歳出入は各特別会計を除くも尚ほ優に数百万円の

多額に上り ，又た市の事業たる築港，電気，鉄道及水道工事の如き皆数千万円

を要し，随て巨額の市債を起し市民の負担幾んと其の極に達し，而して市勢は

日に日に膨張繁栄の機運に饗へる現下の市政を変理すへき適任者を求むるに現

行法規の下に於ては殆んと不可能の事に属す。而して偶々其の人を得るも法度

の弊患に堪えずして，永く其の職に在て責を全ふするに及ばずして去るの已む

なきこと過去の事実，之を証せり…… 而して之が根本治療は先づ市制を改正す

るの最も急勤なるを認む」という文早ではじまっ ている 。

　このことから明らかなように，ｒ市政研究会」＝ｒ大阪市民会」の請願の本

旨は，市制の改正にあったのである。すなわち，より具体的には，第１に，市

会議員選挙の改正を，無記名単記（現行は連記），４年任期（現行は６年），全数

改選（現行は３年ごとの半数改選），選挙取締法の制定に求め，第２に，市政機関

組織の改正を市参事会の権限縮少（現行の執行機関を副議決機関に），市長権限の

拡大，強化と市長独任制への改組，市長の辞職認否を内相の権限とすることを
　　　　　　７）
求めたのである 。

　ところで，市制改正案は，すでに第１次西園寺内閣の原敬内相によっ て， 明

治３９年（１９０６）３月８日 ，第２２回帝国議会に提出されていた。原の案は，先の

請願の第２の部分が中心で，請願の第１の部分である市会議員選挙の改正は ，

衆議院における修正案として出されてきたものである 。

　この市制改正案は，すでに述べたように，ともに提出された郡制廃止案が山

県系官僚を主とする勢力の反対によっ て紛糾するなかで廃案となりつづけ，漸

く明治４４年（１９１１）３月２日 ，第２次桂内閣，平田東助内相によっ て第２７回帝

国議会に提案され，３月２１日 ，可決，成立するに至るのである 。

　この市制改正（案）は，予選派が掌握していた大阪市会が，反対していたも

のであり ，ほぽ第１ ・第２両点とも反対であ った（『大阪朝日新聞』明治４０年２月

２４日）。 それに対し「大阪市民会」は，この改正こそが，予選派の市政襲断を

断ち切る制度的保障と考えていたのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（５４０）
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　「大阪市民会」を中心に展開された市政改革運動は，先に指摘したように ，

大阪の代表的なブルジ ョアジー（実業家）と弁護士，新聞記者などの国民党系

の知識人という２つの異な った階層によっ て構成されていた。その背景には ，

日露戦後の都市問題の解決のために道路 ・交通網の整備なと都市行政にかかわ

る産業基盤の形成か重要な課題とな ったという現実かあり ，他方ては，やはり

都市問題の解決のためには，　般民衆のための市政も考慮しなげれはならない

という大正デモクラシー思潮の胎動があ った。このような情況のもとにあ って ，

予選派一自営業者＝地方「名望」家による露骨な利権あさりで混乱と停滞に陥

ち入るような市政（それを制度的に保障している明治２１年市制）は，都市問題の解

決という彼らの課題を遂行するうえて障害となり ，　般民衆のための市政とい

う理念からも認められないことであ った。彼らは，市政における予選派支配が ，

市会と市政執行機関の未分化，市会の市政執行機関に対する優位から生じたこ

とを理由に，これを打破する手段として，市政執行機関の強化を求める必要か

ら， 市参事会を執行機関から副議決機関とし，市長権限を拡大，強化すること

　　　　　　　８）
を求めたのである 。

　こうして彼らの要求した市制改正が実現したのである 。

　既述したように，大阪市政改革運動は，地域住民の市電線路変更反対運動か

ら出発した。しかし，運動の主導権が都市の大 ・中ブルジ ョアジー に移り ，

「大阪市民会」が，政府 ・官僚側と同趣旨の市制改正を予選派の市政襲断をた

ち切る保障と考えた時，運動は　般住民から遊離したものとな ったといえよう 。

　　　　　　　　　　９）
このことは，後述するところから明らかなように，ｒ大阪市民会」の市長権限

拡大，強化を求める「誇願」＝市制改正案が『大阪朝日新聞』の主張にみられ

るような市公民資格の拡大，緩和や等級選挙制の廃止を前提とするものでなか

ったということに，いっ そう明確に表明されている。その意味において ，「大

阪市民会」の市政改革運動では，任民「自治」は否定されていたといっ てよい 。

　したが って，この時からすでに「大阪市民会」と予選派の妥協の素地はでき

上っ ていたのである。こうして，住民「自治」の否定のうえに，大阪市におい

ても ，日本帝国主義国家に即応する地方統治機構を構築するための明治４４年

　　　　　　　　　　　　　　　　（５４１）
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（１９１１）市制が施行されていったのである 。

　つぎに明治４４年（１９１１）市制町村制における主な改正点についてみてみよう
。

　（１）旧法では，市町村の固有事務の範囲が明確でなかったが，新法では，こ

れに「法令 ノ範囲内」においてという限界を置いて，市町村が国家の目的にそ

って法律命令に許された範囲において行動すべきことを明確に規定し，市町村

に対する中央統制の基礎をすえた 。

　（２）新法は，市の執行機関を，旧法では合議体である市参事会であったのを

独任制の市長に改めた 。

　（３）新法は，議会に対する執行機関としての市町村長の権限を拡充 ・強化し

た。 すなわち，市町村長が議会に対して匡正を行うことができる場合を追加す

るとともに，特別の事由ある時は，再議に付せず，直ちに府県参事会の裁決を

求めることができることとし，また「臨時急施」を要する場合，その他特定の

場合に市町村長が専決処分ができることとした 。

　（４）新法は吏員に対する関係においても市町村長の権限を強化した。旧法で

は書記その他の附属員は市では市参事会が任用し，町村では町村長の推薦で町

村会が選任したが，新法では，一様に市町村長が任用することとな った。旧法

では府県知事（郡長）にあった吏員懲戒処分権が新法では市町村長に与えられた 。

　（５）新法では，市参事会は，市会の権限に属する事件でその委任をうけたも

のを議決する副議決機関およぴ市長より市会に提出する議案について市長に意

見を述へる諮問機関に変えられ，参事会員は市会が互選することとな った 。

　（６）水道，築港，カス，電車なとの事業経営その他必要ある市では，市条例

をもって市参与を置くことができるようにな った。参与は，市会で選挙し，内

務大臣の認可をうけた。この参与制は，衆議院において「此新法案二依リマス

レハ 市長 ノ権カカ非常二伸 ヒルノデアリマス，其 ノ上二又参与ト云フモノカ

出来テ，其参与ニハ或ハ官辺二縁故アルモノ ，或ハ官吏 ノ古手カ侵入スルコト

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
コロノ 途カ開カレタ如クニ考ヘラレル」と攻撃されたものであ った（明治４４年

３月２目 ，第２７回帝国議会衆議院における石橋要之助の発言）。

　（７）旧法では，市町村長に対する委任事務を具体的に列挙したが，新法は ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（５４２）
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これを　般的包括的に義務つけるとともに，市町村長以外の　般吏員にも委任

事務担当の義務を課した 。

　（８）新法は，市町村長その他の吏員が，その職務を執行しない時は，市では

府県知事またはその委任をうけた官吏，町村では郡長またはその委任をうけた

吏員が，代って執行し，その費用を市町村の負担とする旨を規定した 。

　（９）新法は，要許可事項を整備し，監督官庁の許可を要する市町村の事件に

ついて，監督官庁は許可申請の趣旨に反しないと認める範囲内において更正許

可をすることができる旨の規定を設けた 。

　ｏ¢　公民権に関する規定を整備した。多くは形式上の改正てあるか，やや実

質的な意義のあるものとしては，旧法が「公費 ヲ以テ救助ヲ 受ケタル後２年 ヲ

径」ない者は，公民権を認められない旨規定したのを，新法は「貧困 ノ為公費

ノ救助ヲ受ケタル後２年ヲ経」ない者は公民権を認められないことに改めたこ

と， 名誉職担任の義務を果さない場合に課せられる制裁を軽減したことなどが

あっ た。

　以上，要するに明治４４年（１９１１）市制町村制改正の主眼は，市町村長権限の

拡大，強化と国から区町村への事務委任規定の拡充，強化にあ ったといえよう 。

市町村長の権限が拡大，強化されたことは，市町村が国からの委任事務をより

多く引きうけることによっ て国の出先機関としての性格を強めたこととあいま

って，市町村住民に対する官僚支配が市町村長を通じて，一だんと強化された

ことを意味するものであ った 。

　この市制は，明治４４年（１９１１）１Ｏ月１日に施行されたが，この市制によっ て

市長権限か拡大，強化されたことを示すつぎのような大阪市長植村俊平の「庁

中　般区役所各所病院」に対する内訓か同年１０月３日に出されている。副議決

機関でもあった市参事会が単に諮問機関とされている点に注意されたい 。

　　内訓第１号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　庁中　般

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　各区役所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　各　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　（５４３）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　病　　院

　　一 市制改正ノ 結果，市参事会ハ諮問機関トナリ ，従来市参事会 ノ権限 二

　　　属シタル事項 ノ大部分ハ挙ヲ市長 ノ権限 二移リ ，市長ハ市ヲ統轄代表ス

　　　ルコト ・ナリタルヲ以テ，本職ハ吏員諸氏 ノ協カ ニ侯チ，以テ此重責 ヲ

　　　全ウセ：／コトヲ期 ス， 凡ソ本市吏員タル者ハ 克ク新制度 ノ趣旨ヲ 体：／ ，

　　　特二事務 ノ敏活簡捷ヲ図ルト共二細心精思，以テ荷モ軽嘆浅膚 ノ失誤ナ

　　　キヲ要ス（傍点は山中）

　　一 吏員ハ史実其職ヲ勤 メ， 清廉其身ヲ守リ事ヲ執ル ニハ 公平人 二接 ス

　　　ル ニハ懇切，以テ公吏 ノ品性ヲ保ツベキハ固 ヨリ言ヲ倹タサルノミナラ

　　　 ス， 現二市町村吏員服務紀律 ノ明示スル所ナリ ，吏員ハ宜シク該紀律 ノ

　　　精神 二鑑ミ ，一層奮励以テ事務 ノ進捗刷新二努カスヘ！，若 ：／ 吏， 最初

　　　ノ内外ヲ問ハズ，廉肚ヲ破リ ，品性ヲ傷ヒ又ハ取務ヲ濫用シ，若ハ職務

　　　上ノ 機密ヲ漏洩スルカ如キ コトアラバ，其責独リ各員 二帰スルノミナラ

　　　ズ，又以テ本市ノ 体面ヲ穀損 シ， 延テ制度 ノ精神ヲ没却スルコトナキヲ

　　　保セス，各員宜シク此旨ヲ体 シ， 格勤以テ其本分ヲ尽サンコトヲ期スヘ

　　　シ

　　右訓示 ス

　　　　明治４４年１０月３日

　　　　　　　　　　　　　　　１１）
　　　　　　大阪市長　　植村俊平

　このように市町村長の権限は，拡大，強化されたが，他面，財政制度につい

ては，主として市町村基本財産に関する規定を整備すること，納税義務範囲の

拡張と賦課徴収規定を整備すること ，および使用料 ・手数料 ・特別税に関する

制裁を重くすることなどによって，住民に対する租税徴収を強化したにすぎず ，

市町村の財政力は，なんら拡充されなかった 。

　上述のような市制町村制は，部落有財産統一政策による市町村財政力の拡充

と，　般市町村住民も ，その構成員として包含する，数多の民間諸団体を設置

して，それらに行政を補助させたり ，時には行政の一部を負担させることなど

をも企図した地方改良運動によって支えられることを必要としたのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（５４４）
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　このような市町村行政のあり方は，従来の市町村統治機構の法的構造そのも

のの変化を示すものにほかならない。それは，１日来のブルジ ョア ・地主層のみ

による市町村行財政のあり方のゆきづまりを表現するものであり ，そのゆきづ

まりの打開策であると同時に，軍事政策：日本帝国主義政策によっ て規定され

た全国政→市町村行財政に，国民＝市町村住民を挙げて協力させ，国政→市町

村行財政を国民：市町村住民に浸透させるための新しい市町村の統治方式，す

なわち日本帝国主義国家体制に即応する市町村統治方式の出現といわなげれぼ

ならない 。

　明治４４年（１９１１）市制（町村制）は，以上に述へたような意義を有するもので

あっ た。 したが って，それは，当然のことながら「自治」に反するもの，いな

むしろ「自治」を否定するものであ ったといえよう 。そして，このような市制

の実現を希求したのは，ひとり政府 ・官僚だけではなく ，既述したように「大

阪市民会」に代表される大阪市政改革運動であ った 。

　明治４３年（１９１０）６月の選挙に勝利した「大阪市民会」は，市会運営の主導

権を掌握するため，予選派も反対できない大ブルジ ョア中橋徳五郎を市会議長

に推薦，６月１３日に満場一致で選出させ，非難の的であった常設委員会も ，同

日， 廃止建議を提案し（『大阪朝日新聞』明治４３年６月１４日）７月４日に廃止した 。

　また明治４２年（１９０９）１月から翌明治４３年（１９１０）１月の段階では「大阪市

民会」と予選派の対立の焦点であった後任市長問題も ，中橋が斡旋の中心とな

り， 植村俊平（西部鉄道管理局長）を選任して，落着した。植村は，同年８月８

日， 市長に就任した。植村を選任した理由は「九鉄に於げる築港，建設等の大

問題に逢着するも果然之を行うて違算なかりしといふ」（ｒ大阪朝日新聞』明治４３

年７月２３日）といわれているように，大阪市政改革の重要課題であ った市電経

営問題への手腕か期待されたからであ った。こうして市電線路変更問題も「線

路忌避の運動がましきことは無く…… 至極平穏」（『大阪朝日新聞』明治４３年８月

５日）に，いちおうは収束してい った。翌明治４４年１０月 ，ほぽ「大阪市民会」

が要求したとおりの改正市制が施行された 。

　しかし，ｒ大阪市民会」：大阪市政改革運動は，『大阪朝目新聞』か，市電線

　　　　　　　　　　　　　　　　（５４５）
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路変更問題も「線路忌避の運動がましきことは無く…… 至極平穏」と報じた直

後の明治４３年（１９１０）９月頃から人的分裂と離散の過程を続け，崩壊へのみち

をたどっ ていく 。

　大阪市政改革運動が崩壊するきっ かけとな ったのは，大阪電灯会杜買収問題

であ った。本来，大阪市の市内電車市営方針からいえは，市内の電灯の公営化

は， 当然提起されるべき問題であり ，「大阪市民会」の方針にも沿うものであ

った。しかし，これが谷口房蔵議員（市民会常任幹事）と大阪市参与電鉄部長杉

村庄太郎によっ て強引にすすめられるや，市会でも大問題とな った。予選派は

当然に反対したが，反対論は，予選派議員だけではなく ，谷口の僚友であ った

市民会議員の金沢二作（大日本紡績取締役）らからも強力に出された。こうして

市会では，金沢ら市民会の実業家クルーブと予選派の酒井猪太郎（西区雑喉場

の生魚一問屋）などが結合してい った。原田敬一氏のいわれる新「予選派」の生

成である。市民会系は，このように実業家の脱落によっ て衰退していった 。

　大正２年（１９１３）６月の第９回市会総改選では，大阪電灯会杜買収問題が最

大の争点として争われ，予選派の圧勝に終 った。「公営事業」の「得失」をは

かり「完成」をその重要な政策にしていた「大阪市民会」は，ここに決定的に

崩壊するに至ったのである 。

　以上の経過のなかで，大阪市政の担当者である市長が変わり ，市長に都市行

政専門官僚が登場するに至る 。

　市電の拡張期にあった当時においては，市電路線の敷設をめくっ ていざこざ

が絶えなかった。市会でも市電路線の変更を画策する議員の暗躍があり ，世論

は市政の腐敗として不心得な議員の行動を非難，批判していた。時あたかも上

本町６丁目から境川に至る市電路線の敷設について，大阪瓦斯会杜は，同杜の

岩崎工場の石炭搬入に支障があるとして，政府を動かして強力に反対し，市が

希望した湊町以西の敷設が不許可とな った。明治４５年（１９１２）７月 ，その責任

を負って植村市長と参与の杉村庄太郎が辞任した。この報に接した市民は，大

いに激昂し，盛んに市民大会を開いて自治権擁護の気勢をあげた。内務省も ，

世論の熾烈さに抗することができず，遂に市電路線を市の出願どおりに許可す

　　　　　　　　　　　　　　　　（５４６）
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るに至った 。

　植村市長辞任（明治４５年７月２５日）後，市会が格闘の末，選出した市長は，も

と海軍水路部長であ った海軍中将，男爵肝付兼行であ った。彼は，大正２年

（１９１３）１月１７日 ，市長に就任した。この異例の人選は，築港が長年の大阪市

懸案の大問題であり ，彼が水路部長として港湾行政にも明るいということが理

由であ った。しかし，その後も引続いた市政の混乱に耐えきれず，肝付市長は ，

わずか６ヵ月で辞任した（大正２年８月１日）。

　こののち，大阪市政最初の都市行政専門官僚と考えられる池上四郎が，新

「予選派」の支持をえて（池上を市長に推薦したのは，新「予選派」一市会議員総数

６０人中４１人でた った。旧市民会系は反対を貫いた）市長に就任した（大正２年１０月１５

日）。 唯一残った市民会系は弁護士 ・新聞記者等の改革派のみであり ，彼らは ，

おそかれはやかれ国民党へ入っていくことになる 。

　こうして，「予選派」か反対していた明治４４年市制をその制度的保障として ，

新「予選派」を支持基盤とする池上（大正１２年１０月１５日就任）→関一市長（大正

１２年１１月３０日就任）によっ て都市専門官僚制が構築されていっ たのである 。

　以上の経過を，大阪市における地方「名望」家支配形態の変化に焦点をあて

て要約すれば，つぎのようにいうことができよう 。大阪市において明治２３年

（１８９０）前後から形成されてきたといわれる地方「名望」家支配体制は，その

矛盾を各処に露呈しつつ，不安定な支配をつつげてきたか，日露戦後，都市問

題の顕在化，激化を契機に，その矛盾が一挙に噴出し，市政改革運動の攻撃を

うけ，再編成を余儀なくされる。一方，日露戦後，急速に成長してきたブルジ

ョアソー は， その存在基盤てある大阪市における支配体制を確立する必要から ，

都市問題の渦中に窮乏にあえく中間層や　般市民大衆およぴ彼らに同調する弁

護士 ・新聞記者ら知識人らによっ て提起された市政改革運動に参入する 。

　ブルジ ョアジー は， こうして遂には市政改革運動の主導権を奪いつつ，地方

「名望」家支配体制に，その解体とブルジ ョアジー自らをも含めた地方「名望」

家支配体制の再編を迫 っていく 。この再編の過程て，中間層や　般市民大衆お

よぴ彼らに同調してきた弁護士 ・新聞記者ら知識人クループを切り捨て，地方

　　　　　　　　　　　　　　　　（５４７）
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「名望」家と妥協しながら，新「予選派」：新地方「名望」家支配体制を構築

し， 複雑化，肥大化した都市行政を，彼らの「支持」のもとに，都市行政専門

官僚に委託するという都市支配の形態をつくりあげていったのである 。

　　１）以下，とくに注記しないかぎり ，大阪市政改革運動の経過は，原田敬一「都市

　　　支配の再編成　　目露戦後大阪市政改革運動をめくっ て　　」ヒストリア１０１号
　　　（１９８３年）６６べ一ジ以下による 。

　　 ２）原田敬一「都市支配の構造」歴史評論３９３号（１９８３年）６８べ 一ジ以下，松下考

　　　昭「大阪市学区廃止問題　　近代都市史研究の一視角として　　」日本史研究

　　　 ２９１号（１９８６年）５２へ 一ソ以下，小路田泰直ｒ日本近代都市史研究序説』（柏書房 ，
　　　１９９１年）１５８べ一ジ等参照 。

　　３）芝村篤樹臓　　　都市思想のパイオニア　　』（松籟杜，１９８９年）１１２～１１３

　　　べ 一ジ 。

　　４），５）同上，１１３べ一ジ 。

　　６），７）　［明治４４年公文雑纂貴族院　衆議院事務局　帝国議会１　巻２８』（国立公文

　　　書館所蔵）。

　　８）芝村 ・前掲注３）『関一』１１４べ一ジ 。

　　９）本稿，７５～７６べ一ジ参照 。

　１０）　丁帝議会衆議院議事速記録２５（第２７回，明治４３年）』（東京大学出版会，１９８１年）

　　　３３５べ 一ジ 。

　１１）「府市訓令綴　明治３４年１月以降明治４４年１２月迄　庶務係」（大阪市堂島書庫保

　　　管資料）。

３　市制改正におげる政府 ・官僚案と大阪市民会案一致の論理

　以上，第２章において述べたところからも明らかなように，明治４４年

（１９１１）市制（町村制）改正は，それを求める政府 ・官僚側の市制（町村制）改革

案と ，大阪市の市政改革運動のなかで，大中のブルジ ヨアジーが大量に参加し

て， 指導性を発揮した「大阪市民会」の市制改革案との一致という情況のもと

で実現されている 。

　以下，本早では，なぜ両者の間で，このような市制改革構想の一致がみられ

たかについて，市制改革案のうち，もっとも重要な事項と考えられている市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５４８）
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権限の拡大，強化に焦点をあてながら両者の構想について，その一致の論理を
　１）
追究してみたいと思う 。

　まず政府 ・官僚側の市制改革構想（案）について，その形成過程も含めて検

討することとする 。

　すでに述へたように，明治４４年市制町村制改正案は，明治３９年（１９０６）３月 ，

第２２回帝国議会に郡制廃止案とともに提案されたものであ った。明治３９年１月 ，

第１次西園寺内閣の内務大臣に就任した原敬は，同年２月２０日の地方長官会議

における訓示のなかで，市制町村制改正案と郡制廃止案の議会提出の意図を明

らかにするに当 って「今や経後経営の方策を講ずるに際し，杜会各般の事物に

向ひ，行政上此進捗に伴ひ，又其進捗を促さざるを得ず。本官は此時勢に応じ

て諸君と共に深く攻究を費し，以て戦後の経営を全うすることを当然の職務と
　　　　　２）
信ずるなり」と述べている。原の，この訓示は，明治２１年（１８８８）市制町村制

に対する改革案を「杜会各般の事物」の「進捗」にともない，かつ，このｒ進

捗」を促進すべきものとして提出することの意図を示喚していた。原によれば ，

　　　　　　　　　　　３）
それはまさに「進歩的案件」てあり ，この「進歩的案件」を政治の重要課題と

して，その解決に向げてすすむことは，原にとっては，まさに「自然の趨勢に

順応して適当の処置をなす」こと ，すなわち「行政の要」を得ることにほかな
　　　　　４）
らなかった。それでは，この「進歩的案件」は，日露戦後のどのような「自然

　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
の趨勢」に「順応」していたのであろうか 。

　それは，明治２１年市制町村制の基底的単位である市町村の行政機能の拡大 ，

強化であ った。それは，２つの方向においてあらわれている。すなわち，一方

ては，日露戦時の地方財政緊縮の反動として，市町村の経営にかかる事業施設

が戦前の規模を上まわって行われたこと ，他方では，すでに指摘したように戦

後経営にかかる国家財政の膨張にともない，市町村への国政委任事務が飛躍的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
に増大したことにあらわれているのてある 。

　そのため，日露戦時中に抑制されていた地方財政は，戦後再ぴ膨張の方向に

転じた。明治３６年（１９０３）度において，１億６，５９４万円を支出した地方財政は ，

同３７年度には１億３，３５６万円，同３８年度には１億３，６９０万円に減少したが，同４０

　　　　　　　　　　　　　　　　（５４９）
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年度に２億８９９万円に激増した。これは戦時中の地方歳出抑制の反動であると

同時に，戦時およぴ戦後の国政委任事務の増大によるところが大きかった。と

くに市町村においては，その負担にかかる委任事務の増大が著しい。明治３８年

（１９０５）の伝染病予防法改正による市町村負担の増加，同じく屠場法による市

町村の屠場設置義務の発生，さらに同４０年の小学令改正による小学校修了年限

の延長（４年から６年へ）にともなう市町村教育費の増大は，その代表的な例で
　　　７）
あっ た。

　大阪市の歳出の場合も ，明治３８年には５００万円に低下したが，明治４０年には

９００万円に，明治４４年には２，ＯＯＯ万円になんなんとするに至った。大阪市の場合

は， 先に示した代表的な例に加えて，さらに，すでにみたようなさまざまな問

題をひき起し，遂には，市政改革運動を発生させ，その後も紛議の原因とな っ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）た市電工事の増大が歳出増加の大きな原因とな っている。それに対応して，市

民の税負担も増え，明治１５年（１８８２）の２円６３銭に比較すると ，明治４０年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）（１９０７）には８円９０銭と約３倍半に増えている

。

　こういった市町村財政負担の増大に対して政府が意図したのは，それに耐え
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
うる市町村を積極的に造出することであ った。郡制廃止も ，その直接的効果と

してまず期待されたのは，地方財政負担の軽減，とくに郡費の大部分を負担し

ていた町村財政負担を軽減することであ った。しかし，原も認めているように ，

郡の廃止によっ て， 町村の行政機能が拡大されるために，町村に対する郡費分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）賦の全廃は，直ちに町村財政負担の著しい軽減をもたらすものではなかった 。

提案者たる原も「今日ノ 費用ノ 関係 ヨリハ 将来二於ケル費用ハ 斯様ナモノ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）（郡一山中注）ヲ 存在イタサヌ 方ガ節約ニナルダ ロウト思 ヒマス」というにとど

まっ ていたのである 。

　したが って，郡制廃止案の意図したものは，必ずしも消極的な「民力休養」

ではなかったのである。では積極的理由とは何か。原は，郡制廃止の積極的理

由を「従来自治 ノ要素ヲ備ヘテ居ル市町村ハ益々之ヲ発達セシメテ，地方 ノ進

　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
歩発達ヲ計リタイト云フ訳テアリマス」と述へている。つまり ，郡制廃止の意

図したものは，まさに国家の要請に応ずる積極的な市町村「自治」の拡充にほ

　　　　　　　　　　　　　　　　（５５０）
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　　　　　　１４）
かならなか った。この点にこそ，郡制廃止案と（明治４４年）市制町村制改正案

が同時に提出される理由があ ったのである 。

　それでは，郡制廃止との密接的な関連のもとで構想された市制町村制改正は ，

とのような方向のものであ ったのてあろうか。第２２回帝国議会（貴族院）にお

いて提出された市制改正案の説明において，原は「市制 ノ改正ハ 今日二 於テ

最モ急務ト考ヘマス。……一 ニノ 例ヲ申シマスレバ，市長ト市参事会トノ 関

係ノ 如キモ，現今 ノ有様テハ 到底市長ヲノテ十分二責任ヲ取 ソテ働カ！ムル

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
コトハ出来 ヌト考ヘマスカラ ，是等モ改正イタシマシタ次第デアリマス」と述

へている。すなわち，この市制改正案においては，従来「其市ヲ統轄 ：！，其行

政事務 ヲ担任ス」（市制第６４条）とされていた市参事会は，その機能を縮小して ，

副議決機関および諮問機関となり ，それに代 って，市長が「市ヲ 統轄 シ， 市ヲ

代表 シ， 其ノ 行政事務 ヲ担任ス」（市制改正案第６８条）とされたのである。この

ことは，市の制度的基軸が，市参事会による合議制から市長の独任制へと転換

したことを意味するものてあ った。同時に行われた町村長権限の拡大，強化は ，

町村制改正においても「市制トノ 権衡 ヲ保 ツテ，大概同様 ノ点 二於テ，同様 ノ

　　　　１６）
趣旨二依テ」改正が加えられたことによるものであ った。つまり ，（明治４４年）

市制町村制改正の最重要改正点てある市町村長権限の拡大，強化は，市長権限
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
の拡大と「権衡ヲ 保ツテ」行われたのである。したが って，市町村長権限の拡

大， 強化は，後述するように市，なかでも大都市において，まず必要とされた

のてある。それゆえ（明治４４年）市制町村制改正，なかても市町村長権限の拡

大， 強化には，まず市制改正に，その意義の重大性が認められなければならな

いのである 。

　原は，上述のような経緯で，その権限が拡大，強化された町村長には，郡制

廃止後，町村合併によってつくり出される大町村を前提として「知事級」の

「退職官吏」かあてられるへきてあるとしている。彼らは「行政能力を公費国
　　　　　　　　　１８）
費で養成した退職官吏」であ った。したか って，原によれは，（明治４４年）町村

制改正において町村長たるべきものは，もはや従来のような単なる地方「名
　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
望」家であ ってはならなか ったのである。そして，このような原の発想は ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（５５１）
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「一方に選挙権拡張を叫ぶ政党の存在する以上，此儘では行かれまい。漸次納

税資格を低下し，撤廃し，戸主迄，或は進んで兵役義務終了者迄位に拡張せね
　　　２０）
ぱならぬ」という認識を前提としていたことには注意されなければならない

。

しかし原は，「現在の状態で選挙権を拡張すれば，拡張する丈げ，選挙界を腐

敗せしめ，延いて（は）国民思想に重大なる悪影響を及ぽし，遺憾の結果を招
　　　　　　　２１）
来せぬとも限らぬ」と考えている。したがって，原にとっ ては，このような選

挙における弊害を除去し，選挙権拡張に備えるためには「何としても今の町村
　　　　　　　　　　　　　　２２）
長の素質改善地位向上を期せねば」ならなかったのである。ここに「政治的行

政的才能ある退職官吏」を町村長とし，彼らに「選挙母体」を掌握させること

によっ て「地方訓化」を促進する必要があるという ，原の構想が生まれるので
　２３）

ある
。

　このような原の構想は，同じく「地方改良」の必要を認識しながらも ，明治

２１年市制町村制の枠内での改良を考える山県系の官僚勢力にとっ ては，うげ入

れがたいものであ った。彼らは「地方改良」の重点を，部落有林野の統一を中

心とする町村基本財産の育成に置いていたのである。けれども ，このような政

策は，原の郡制廃止→大町村造出の構想と相反するものではな った。大町村の

造出は，部落有林野（財産）の統一を当然に前提とするものであったからであ
２４）

る。

　しかも ，原と山県系官僚の両者が，いずれの政策に重点を置こうとも ，市町

村長権限の拡大，強化は，彼らにとっ ても行われなけれはならにい最重要課題

であ った。部落有林野（財産）の統一に当 っても ，統一に反対あるいは消極的

な各部落間の利害を調整し，統一を強力にすすめることのできる強力な権限と

それに裏付げられた指導性をもつ町村長が必要とされたからである 。

　これは，井上の地方改良論からも当然に導き出される考え方であ った。井上

は， 地方改良を考えるに当ってまず都市行政：「自治」を考え，プ ロイセソ ，

フランス，イギリス，米国，ハンガリー ロシヤの「自治」制度をふまえたう

えで，改めてプ ロイセソ＝ドイツの都市制度に，日本の都市制度の模範を求め
　　　　　　　　　　　　　２５）
ようとしていたといわれている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（５５２）



　　　　　　　明治４４年（１９１１）市制町村制改正と地方改良運動（山中）　　　　　６５

　井上には，プ ロイセンの都市制度のもつ「協同主義」が，当面，我が国の自

治制度の理想と考えられていた。この「協同主義」は，小路田氏の分類される
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）ところによれぼ，つぎに述べる３つの要素から構成されている 。

　第１の要素は，国家と地方団体との協同主義である。それは「（地方）団体

の権力関係は，其源を国家統治権に発し，国家は法制の委任に依り ，予め団体

に対して活動権限を賦与する。即ち地方団体の活動は自ら主体と為りて其委任
　　　　　　　　　　　　　　　２７）
を受けた権力作用を行うものである」との原則にもとづくものである

。

　第２の要素は，名望家行政と専門家行政との協同主義である。この点につい

て， 井上は，つぎのように述べている 。

　　独国都市の行政機関に於ける協同主義は，先つ其市参事会に於て之を視る

　　へし。伯林の市参事会は３４人より組織せられ，其中１７人は有給職にして
，

　　其任期を１２年とす。市長副市長は此中に在り 。兵在ｉテ人注名舎晦工
１二そ庄

　　期６年なり 。有給参去会貞注毒｛あ凌病ある去ｉら邊拳壬らん，秦知と決

　　ては任期満十凄毒邊↓らる二を向二寺。名誉職市参事会員は，専門の伎偏

　　以外に於て主として名望と経歴とを具ふる者より選挙す。…… 要するに有
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）
　　給職は事務を処弁し，名誉職は重要の事件を商議す（傍点は山中）

　すなわち，井上は，トイソ都市の参事会を模範として，事実上，恒常的に

「事務を処弁」＝都市行政を行う有給の専門家行政と名誉職行政：名望家支配

との組合せ，連帯による都市行政を構想していたのである 。

　そして，その構想が，右にみたように「地方団体の活動は，自ら主体と為り

て其（国家一山中注）の委任（法制による一山中注）を受けた権力作用を行うもの

てある」という原則にもとつく時，そこから必然の論理として，恒常的に「事

務を処弁」＝都市行政を行う有給の専門家である市長権限の拡大，強化論（構

想）が導き出される可能性があることに注意しておかなければならない 。

　第３の要素は，富者と貧者の協同主義である。この協同主義は，一方で選挙

権の一定の拡大を行いながら，同時に等級選挙制度を採る：維持することによ

って「普通選挙制度を採りたる諸国」か陥りがちな「多数専制主義」を回避し
，

また議会を「市民各種の要素より成立する一種の協同主義の組織」とすること

　　　　　　　　　　　　　　　　（５５３）
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によっ て， 敢えて富者に「公共の福祉に貢献」することを義務つげるという内
　　　　　　　２９）
容のものであ った 。

　井上は，以上に紹介したような「協同主義」を地方改良政策のなかで実現す

ることによっ て， 当時の日本の都市が抱えていた諸矛盾の解決をはかり ，当時

の支配層が要請していた日本帝国主義国家の（地方）統治機構の構築という課

題の一つにこたえようとしたのである。すなわち，第一の協同主義は，帝国主

義政策を行うための官僚制的地方統治機構の整備，強化の中軸をなすものであ

り， 第２の協同主義は，帝国主義政策＝地方行政の専門化，効率化をはかるも

のであり ，第３の協同主義は，日露戦後，激化の度を加えつつあったいわゆる

「杜会問題」を解決し，帝国主義政策：地方行政への協力と帝国主義政策＝地

方行政浸透の地域基盤つくりを行おうとするものであったといわなけれはなら

ない。この３つの「協同主義」が実現されることができてこそ，帝国主義国家

の（地方）統治機構構築の一環としての，都市制度の整備，強化が十全たりえ

たのである 。

　なかでも ，第２の協同主義＝専門家行政と名誉職行政＝名望家支配との組合

せ， 連帯による都市行政を確立することは，当時の政府（内務官僚）やまた後

述するように都市支配層にとっ て， 緊急の課題であ った。というのは，井上と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０）
同じく地方改良政策の実施に当 った内務官僚水野練太郎が述べているように

「近時我邦多数の都市に市長を欠き，而も適当なる後任を得るに苦しむが如き

傾向がある。近時大阪及横浜の如く漸くにして名市ヂを得たれども ，尚此には ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１）
数ケ月を要せしことは人の皆知る所である」という現状であったからである 。

都市経営の専門官僚の確保，なかでも市長，助役などの高級役職者となること

ができる人材の確保は，都市における地方改良運動（政策 ・法）を推進するう

えで，まず解決されなければならない課題であったのである 。

　このような課題は，都市だげでなく ，農村においても同じように解決されな

けれはならない重要課題であ った。井上らと同じく平田東助内相のもと ，内務

省地方局の官僚として，地方改良運動（政策 ・法）の実施に当 った前田宇治郎

は， 明治４４年（１９１１）その著『地方自治の手引』において，つぎのように述へ

　　　　　　　　　　　　　　　　（５５４）
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ている 。

　　国政は元より市町村の政治も亦同じく ，古来，政道は主として其人を得る

　　と否とに依りて国家の興亡，国民の禍福が岐れるのである。地方には各 々

　　従来の慣習あり ，人情風俗あり ，人情風俗を異にする所があるから，従 っ

　　て地方制度は，其の地方の事情に最も通暁せる人士を挙げて其局に当らし

　　むること 二し，此等の人に行はしむるのであるから，須らく其の地方の重

　　鎮たる人士即ち徳望もあり学識経験ある人々か自ら進んで其職に就くのか

　　当然である。然るに従来は動もすれば地方一流の人士は，市町杵良に就く

　　 ことを避け，二流三流の人を挙げしめて，而して自己は，其の内幕に立ち

　　入りて，常に渠等を頭使し，情として恥ざる．ような通弊があ った。然るに

　　近時は世の進歩と共に之等の悪弊か漸次除去されんとする傾向を，事実の
　　　　　　　　　３２）
　　上に表はしてきた 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３）　３４）
　このような町村長の実態は，かつて石川一三夫氏や私も指摘してきたところ

であ った 。

　先に指摘した明治４４年（１９１１）市制町村制改正における市町村長権限の拡大

強化（市執行機関の市長独任制への改組を含む）は，以上のような市町村長の情況

をふまえ，先掲の井上に，その典型がみられるような地方改良論にもとづいて

行われた対策にほかならない 。

　第２２，２３両帝国議会において原によっ て提出された市制町村制改正案の内容

を踏襲した市制町村制改正案が，山県系官僚の主導する桂内閣下の明治４４年

（１９１１）第２７回帝国議会に提出されるべき必然性は，上述してきたような経緯

のなかで生まれたのである。第２７回帝国議会を迎えて行われた山県系官僚政府 ，

桂内閣と原の政党：政友会との提携，いわゆる「情意投合」の素地はまたここ

にもあったといえよう 。原は，すでにこの市制町村制改正案について明治４２年

３月 ，床次内務省地方局長を通じて内議に接し，その後もしぼしぼ意見を求め
　　　　３５）
られている。したが って，第２７回帝国議会における両改正案の通過は，原と政

友会の完全な了解によるものであ った。この点について原は，その日記のなか

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ママ）
で「幹部会を開き ，…… 余より市町村制改正案，政府より提出の内議は，昨年

　　　　　　　　　　　　　　　　（５５５）
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以来，平田内相其他より受けたるのみならず，余が注意せし諸点をも更に改正

案に加へ（大体は余が在職中提案せしもの），今回改正案を決定したる次第を告げ ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　３６）
余は其提出を承諾したることを述べたり」としている。つまり ，桂内閣によっ

て提出された市制町村制改正案は，すでに原によっ て先取りされていたもので

あり ，それは，原の「地方制度刷新」の構想から郡制廃止案を切り離したもの
　　　３７）
であ った，といえよう 。

　このことは，原が，（明治４４年）市制町村制改正と郡制廃止との関係について

「市制町村制改正案は，何れの目にか改正を要することになるが，余之を提出

するとせば，郡制廃止案を同時に提出せざるべからざることは，先年の往掛り

上， 已むを得ざる事にて，而して斯くせば再び貴族院と対戦せざるを得ざる事

情もあり ，未だ其準備成らざるに斯くするも ，不得策と思ふに付，平田等の内
　　　　　　　　　　　　　３８）
談を容れて提出せしめたるなり」と述べていることからも明らかである 。

　以上に述べてきたところから，２次にわたって西園寺内閣を内相として支え

た原の地方制度改革構想と桂内閣のそれとは，大筋において一致していたとい

えるのではなかろうか。とくに本稿が，その追究の焦点としている市町村長権

限の拡大，強化については基本的に一致していたといってよい。しかも　般に

郡制廃止に反対であるといわれている桂内閣を支えた山県系官僚のなかにも
，

原の郡制廃止論に賛成する松平正直や船越衛のような人物さえいたのである 。

原は明治３９年（１９０６）１２月２４日の日記に「松平正直より地方官移動に際し採用

中越の人物もあり ，返書せざりしに因り訪問し，同時に郡制廃止問題に関し談

話せり ，彼は今回船越衛と共に来訪して郡制廃止き賛成の意を態々表明したる

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９）
程にて，山県系の固随者反対するに拘らず絶対に賛成せり」（傍点は山中）と記

している。松平，船越は，第２次松方内閣に対して，すでに郡制廃止を建言し
　　　　　　　　４０）
ていた人物であった。松平や船越の郡制廃止論は，原のように郡役所廃止を前

提としたものではないという点において必ずしもその志向を同じくするもので

はなかったが，原の志向を間接的に促進するものであった点は否めないであろ
４１）

う。

　以上，本稿は，明治４４年（１９１１）市制町村制改正構想を，その重要改正点で

　　　　　　　　　　　　　　　　（５５６）
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ある市町村長権限の拡大，強化に焦点をあてながら，政府 ・官僚側の構想形成

過程とともに，その構想にみられる基本的な考え方について考察してきた 。

　つぎに本稿は，このような政府 ・官僚側の市制（町村制）改革構想にみられ

る基本的な考え方が，大阪市の市政改革運動（大阪市民会）によっ て提起され

た市制改正案（構想）にみられる基本的た考え方とどのようにかかわっている

のかを検討し，両老一致の論理を追求してみたいと思う 。

　明治３１年（１８９８）６月２７日 ，法律第１９号によっ て， 同年９月３０日をもっ て大

阪市に明治２２年（１８８９）４月１日以来施行されていた市制特例が廃止されてか

ら， 大阪市に施行されたのは，明治２１年（１８９８）市制であ った。その市制は ，

「市制町村制理由」によれば「地方 ノ名望アル者」に「公同 ノ事務ヲ負担セシ

メ以テ自治 ノ実 ヲ全カラシメ」るのは，「国家 ノ基礎ヲ輩固 ニスル所以」であ

るとして，地方「名望」家をその担い手として期待した。市の執行機関は，合

議制の市参事会で，それは市長，助役（大阪は２名）および名誉職参事会員（大

阪は９名）をもっ て構成されていた。しかし，「名誉 ノ為無給 ニシテ，其職ヲ

執」（「市制町村制理由」）ることが，たてまえとされた町村長と異なり ，市長は

「有給吏員」であ った。この点は，きわめて重要な意味をもっ ていると考えら

れるのであるが，ここでは，この問題について，これ以上述べることはしない

（この問題については，後述８３～８６べ 一ジを参照されたい）。

　市長は，内務大臣か，市会に命じて３名の候補者を推薦させ，その候補者の

うちから，上奏裁可を請うて選任されたが，その市長は，市制第７４条によっ て

「市長ハ法律命令 二従 ヒ， 左ノ 事務 ヲ管掌ス」と規定され，つぎに掲げる事務

を行わなければならなかった 。

　　一　司法警察精神補助官タルノ 職務及法律命令二依テ其管理二属スル地方

　　　警察 ノ事務，但，別二官署ヲ設ケテ地方警察事務 ヲ管掌セ！ムルトキハ

　　　此限二在ラス

　　ニ　浦役場 ノ裁務

　　三　国 ノ行政拉府県 ノ行政ニシテ市 二属スル事務，但，別 二吏員 ノ設ケア

　　　ルトキハ 此限 二在ラス

　　　　　　　　　　　　　　　　（５５７）
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　　右三項中 ノ事務ハ 監督官庁 ノ許可ヲ得テ，之ヲ市参事会員 ノー名二分掌

　　セシムルコトヲ得

　　本条二掲載スル事務ヲ執行スルカ為 メニ要スル費用ハ 市ノ 負担トス

　上に規定された「委任 ノ事務 二就テハ」「市 ノ固有 ノ事務」とは異なり ，「参

事会 ノ参与ヲ受ケスシテ専行スルモノトス」（「市制町村制理由」）とされたので

ある。市長の行う市固有の事務と国政事務＝機関委任事務とに，このような

「区別」があるのは，委任事務については，市長は「直接二官命二依テ事務 二

従事 ：■」市会と「相関セス，此事務 二関スル指揮命令ハ直二所属官庁 ヨリ之ヲ

受ケ，特二其官庁 二対シテ責務ヲ帯 フルモノトス」（「市制町村制理由」）とされ

たからにほかならない。このように国政事務：機関委任事務については，市長

は行政官吏たることが求められたのである。この点については，町村長もまた

同様であ った。地方「名望」家町村長に対し行政官吏としての役割も果させよ

うとした政府の立法意図が十分に実現できなかったことについては，すでに研
　　　　　　　　　　　４２）
究されているところである。まして，町村に比して伝統的な地方「名望」家行

政に馴じまない多くの問題が生起する可能性の大きい都市にあ っては，地方

「名望」家行政が，政府が期待したように，うまく機能しないと考えられたこ

とは当然すぎることであ った。政府も後述するように，その点を考慮して，町

村長は「名誉職」とすることを原則としたのに対して，市長は「有給吏員」と

したものと考えられる。また政府が東夙や大阪 ・京都の大都市に市制特例を施

行し，官選の府知事に市長，その他の府官吏に助役以下の市吏員の職務を兼ね

させたのは，上述したような事情も大きく作用していたからであると考えられ

る。

　このことは，水野練太郎か市制特例との関連において，市長選任について ，

つぎのように立法経過を述べていることからも推察されよう 。

　　初め，市長に関しては，麦点，京都，大阪の３大都市のみならず，すべて

　　の市の市長を官選とすべしとの議あり ，山県公自身も ，この主張者であ っ

　　た。公の意見は，町村の行政を担任する者は町村長であるが，市の行政を

　　担任する者は市参事会であ って，市長は其の議決を執行するに過ぎないの

　　　　　　　　　　　　　　　　（５５８）
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　　であるから，町村長の如くに必らずしも公選たらしめねぱならぬ理由はな

　　い。加之市長の管掌する国政事務は町村長の管掌する国政事務に比し，逢

　　かに重要であ って，且つその挙否は国家の利害に影響するところ紗くない

　　から，市長を官選とすることが，適任者を得る上に於て安全なりといふに

　　あつた。元老院に於ても議官の多数は，市長の公選は当時の国情民度に適

　　せずとし，院議は官選説に決していた。然るに閣議は，市長の公選を可た

　　りとしたるを以て，山県公は，その中間に立ち，苦心の結果，前説を批ち ，

　　市長は市会に於て候補老３人を選挙し，その中に就き上奏裁可を経るの制

　　を発議して之を通過せしめた。更に東尺，京都，大阪３市の市長に関して

　　は，原案は此の３市は特別の状況にあるを以て普通の市制を行ふは適当な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４３）
　　らずとし，３市に対しては特別の制を設くること 二した（傍点は山中）。

　このように，大都市のみならず都市行政の重要性を主張する意見は，山県に

みられるような政府 ・官僚側にだけあ ったのではなか った。大阪市会でも ，大

都市行政の重要性のみならず，都市行政におげる専門行政能力の必要性を考慮

して，一議員から区長には，地方ｒ名望」家より ，行政専門家が適任であると

いう提案が行われている。大阪市では，明治２２年（１８８９）１０月１日に，市制特

例に則 った東 ・西 ・南 ・北の４区を置かれた。区長は，同年の９月に市参事会

が選任したが，区長の選任に当 って，明治２２年９月１６日の市会において，栗谷

品二議員から「若 ！資産ヲ有 ！商業ヲ営 ム者等（：地方「名望」家一山中注）ヲ

区長二選任セソカ ，事務二不熟練ナルヲ以テ市民 二不便ヲ 感ゼシムルコト免 レ

ザレバ，市参事会 ニテハ出来得ル限リ吏務二熟達シタル者ヲ選任センコトヲ望

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４４）
ムモノニ！テ，府庁 ノ官吏中其他二適任者乏 ！カラサルヘ！」との提案かなさ

れたのである。粟谷議員は，区行政においてすら，すでに地方「名望」家の行

政事務専門家としての能力に疑義を提出していたのである。いわんや市長にお

いておやである 。

　事実、大阪市政の実態は，先に述へたように，学区や区を単位に結集した中

小資本家層地方「名望」家層を背景に予選という方法に媒介されて選出された

市会議員や，さらには市参事会員が，学区や区の局部的利害を背景に，対立 ・

　　　　　　　　　　　　　　　　（５５９）
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妥協を繰り返す，いわゆる「予選体制」が支配していたのである。市長はじめ

市行政機関は，その「予選体制」に支配され，行政機関としての自律性と合理
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５）
性を半ぱ喪失してしまうような状態にあ った 。

　大阪市のように，膨大な経済活動と行政需要が存在する大都市において，地

方「名望」家に行政官吏としての専門家行政を求める市制町村制の企図は，は

じめから失敗していたのである。そこでは，一見，地方「名望」家行政の体裁

をとっ た「予選体制」が局部的地域利益を噴出，吸引する導官となり ，市政を
　　　　　　　　　　　　　　４６）
飲み込んでしまっ ていたのである 。

　そして，この「予選体制」の矛盾をいっそう拡大したのか，　般に中間層と

乎ばれる杜会階層の成立とその生活難問題の杜会問題化であり ，それを契機と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４７）
して起こっ た都市改良投資への膨大な公共事業需要の発生であ った 。

　中間層は，当時の市会議員選挙制度でいう３級選挙の有権者たちであ った 。

この中間層の生活難をハ不に起こってくる公共事業要求の急進な高まりのまえ

に「予選体制」は，ますますその矛盾を深め，行きづまっ てい った。もはや

「予選体制」という地方「名望」家行政では，それに有効に対処することはで
　　　　　　　　４８）
きなかったのである 。

　こうして日清戦争後，大都市を中心に市政刷新の世論か起こり ，日露戦後で

は， それが中間層を背景に市政刷新運動に発展してい った。その市政刷新論の

最大公約数といった事例が，明治３４年（１９０１）６月の市会議員半数改選を前に

『大阪朝目新聞』が展開した，つぎのような大阪市政刷新キャンペ ーンの論理

であ った 。

　「市の膨張は，市政の煩雑となり ，公共事業の経営も ，亦随うて多きを加へ

経費は累年薯しき速度を以て，増加を来し，市民の負担も亦自から昔日の比に

非ず」（［大阪朝日新剛明治３４和３月２８日）といった状態にある。それにもかか

わらず「市の公共事業は，悉く今や未成功に属し，少なくとも負担増加の割合

には，其利益を享有するの運に至」っ ていない（『大阪朝日新聞』明治３４年３月２９

日）。 それは「大阪の市政の不統一となり ，不統一なるが故に無方針なり ，立

法行政の機関あれど活動せず，少なくとも統一的活動なし」（丁大阪朝日新聞』明

　　　　　　　　　　　　　　　　（５６０）
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治３４年４月１日）であるからである 。

　このような市政の「不統一」「無方針」の原因を除去するには，どうすれぼ

よいのか。方法は２つある。その第１は「我が大阪市は何事にも東西南北区の

均衡とか，釣り合いとか，填々たる事にも ，事八釜敷騒く“の晒習」があるが ，

その「区を観ること ，恰かも天下を観るが如」（『大阪朝日新聞』明治３４年４月１５

目）き市会議員や各区の名誉職が，ことごとく市行政に口を挟む仕組みを廃し

（例えば常設委員の廃止），「市長の専決に委任」すべき行政事項を増やすことで

あり ，第２は「市行政の指揮管理者たる市長を始め，市吏員，市参事会員及び

市会議員に其人を得」ることによっ て「最小の歳出を以て最大の効果を収め ，

一方には市民の負担を，出来得る大軽減すると同時に，他方に於ては，将来益

々増加すべき市費に対し，其の財源を酒養する」（ｒ大阪朝日新剛明治３４年４月

　　　　　　　４９）
３０日）ことである 。

　『大阪朝日新聞』の市政改革→市制改正の論理は，おおむねこのようなもの

であ った。要約すれぼ，市長を中心とした市官僚機構の整備，強化，効率化と ，

その裏返しとして市会議員，市参事会員など市民代表の行政介入の最小限化を

　　　　　　　　　　　　　　５０）
目ざす市政＝市制改革論であ った 。

　こうして明治３０年代から４０年代にかけて，都市中間層は，自らの生活改善要

求を基礎に，市会，市参事会などの市民代表機関（予選派）に対する ，市長を

頂点とる市政執行機関権限の拡大，強化と合理化を求める一大政治勢力を形成

　　　　　　　　５１）
していったのである 。

　その背後には，つぎのような情況があ ったことは看過してはならない。目露

戦後，日本資本主義の発展にともな って都市（大阪市）には，貧農 ・小作農が

流入し，人口は増大化の傾向をたどっ ていっ た。 大阪市の人口は明治２８年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５２）
（１８９５）５０万，同３７年（１９０４）１００万，大正５年（１９１６）には１５０万とな っている 。

　彼らは，　般に都市の（工場）労働者なととなり ，低賃金と長時間労働を強

いられ，劣悪な労働条件のもとに置かれていた。これは，またスラム街の肥大

化なと ，都市（大阪市）の杜会問題を増幅させる大きな原因とな った。労働者

たちは，このようや劣悪な労働条件や生活環境を改善する労働運動なども治安

　　　　　　　　　　　　　　　　（５６１）
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警察法（明治３３年）その他の弾圧法によっ て抑えられていた。このような状態

に対する労働者 ・　般市民大衆の怒りや資本家 ・職制たちの労働者に対する侮

蔑的態度に対する憤懲は，米価をはじめとする物価騰貴あるいは，なりふりか

まわない都市（大阪市）ブルジ ョアジーの金権的態度への怒りに結びつき，強

化されていく 。こうして，いわば「不満の恒常化」とその暴発の可能性といっ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５３）た情況が，目露戦後，都市部の労働者のなかに形成されつつあ ったのである 。

　　　　　　５４）
　先に指摘したように「大阪市民会」の演説会などに，選挙権をもたない人 々

（一般市民大衆）も参加していたものと考えられているのは，このような情況が

あっ たからにほかならない 。

　ところで『大阪朝日新聞』の市政＝市制改革論は，明治４０年代においても変

ってはいない。しかし「大阪市民会」の市長権限の拡大，強化論＝市政＝市制
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５５）
改革論と『大阪朝日新聞』のそれとは，後述するように，重大な点において異

なっ ていた点は注意されなげればならない 。

　すでに紹介したように「大阪市民会」は，武内作平（弁護士 ・大阪市民会常任

理事 ・大阪市政研究会幹事 ・国民党支部幹事）ほか百数十名の連署をもっ て市制改

正請願書を第２６回帝国議会に提出した。この「請願」は，明治４３年（１９０９）９

月１６日付の平田内相の桂総理あての「請議」においては，「請願ハ市制ハ我国

自治制創始ノ 際制定セラレタルモノナルヲ以テ時運 ノ要求 二伴ハス，全国ノ 都

市其弊 二苦マカルナク ，殊二大阪市 ノ如キハ最モ甚 ：■キヲモノトス，故 二其 ノ

禍根ヲ絶タムカ為 メ（１）市会議員 ノ選挙二関スル規定ヲ改正シ即チ投票ヲ無記

名単記ト為 ！議員 ノ任期ヲ４年トノ，総選挙ヲ行フコトニ 改メ ，衆議院議員選

挙罰則ヲ適用シ，其 ノ他選挙 ノ取締法ヲ制定シ違反者ハ当選ヲ無効タラシメ ，

（２）市参事会 ノ組織ヲ改正 ！其 ノ権限ヲ縮少 ノ， 府県参事会 ノ如ク之ヲ改 ムルト

同時二市長 ノ権能 ヲ拡大ニシテ制限独任制ト為シ且其 ノ辞職ハ内務大臣 ノ認可

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５６）
ヲ要スルコトト為ス等適当 二市村制ヲ改正セラレタシト云 フニア」ると要約さ

れている 。

　この「請願」に対し，衆議院では「其 ノ趣旨ヲ至当ナリト認メ之ヲ採択スル

モノト議決」して，明治４３年３月１１目付で「議院法第６５条二依リ」衆議院議長

　　　　　　　　　　　　　　　　（５６２）
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長谷場純考より「請願書」を桂総理に送付している。この衆議院の「議決書」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５７）
と「請願書」は，同年３月１５日付で所管の平田内相に回付されている 。

　これに対する平田内相の桂総理あての同年９月１６日付「請議」（一部前掲）は ，

「事項中，（１）議員 ノ任期ヲ４年トシ，半数改選 ノ制ヲ廃スルコト ，（２）投票ハ単

記無記名ト為スコト ，（３）投票ハ選挙人自ラ投函スルコト ，（４）投票 ヲ記載スルコ

ト能ハサルモノハ投票 ヲ為サノメサルコト ，（５）議員 ノ選挙二衆議院議員選挙罰

則ヲ適用スルコト ，（６）市参事会及市長 ノ権限ヲ改正
スルコト等ハ裏二豪メ３回帝

由義全二堤由シ，義決９克ノし二全÷与うシ令歪１愉舟缶ｕ童土豪 二於テ既 二採用セ

ノＬ命ニシ÷其他採用スヘキ点ナキニ非スト難，時勢 ノ進運ハ市制町村制全体 二

付キ改正ヲ要スルコト益々切ナルモノアルヲ以テ適当 ノ時期二之カ改正案 ヲ提

出シ，以テ現行法 ノ不備闘漏ヲ補正シ運用上ノ 障碍ヲ排除シ自治 ノ発達ヲ期 セ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５８）
ムトス，依テ本件請願ハ此儘ト為シ置クモノトス，右閣議を請 フ」（傍点は山

中）というものであ った。またｒ大阪市民会」のｒ請願」は，さらに桂総理か

ら法制局の審査にも付されている。同年３月３日 ，法制局長官も ，平田内相の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５９）
前掲「請議」のとおり閣議決定するように求めている 。

　ここで判明することは，「大阪市民会」の市制改正案は第２次桂内閣，平田

内相によっ て第２７回帝国議会に提案され，可決，成立した（明治４４年）市制改

正案と同趣旨のものであ ったばかりでなく ，第２３回帝国議会に西園寺内閣（原

内相）が提出した市制改正案とも ，同趣旨のものであ ったという点である 。

　しかし『大阪朝日新聞』のそれは，これら政府 ・官僚側の市制改正案とも ，

「大阪市民会」の市制改正案とも ，重大な点において大きく異な っていた 。

　明治４３年（１９１１）１２月２６日の『大阪朝日新聞』も「市制改正の要点」と題し

て「今の市長の権限は余りに狭小に失す。更に良市長を迎ふるの条件としては ，

右の外市会解散権と市吏員懲戒権とを与えて行政の敏活を期し，無用なる市会

の反抗を抑制するの途を開かしめざるべからず，即ち解散は市会の当否を更に

輿論に問ふものなり 。今日の如く市会全能にては，決して良市長を得難し」と

述べて，市長権限の拡大，強化論を展開している 。

　しかし，この『大阪朝目新聞』の市長権限の拡大，強化論は，政府や「大阪

　　　　　　　　　　　　　　　　（５６３）
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市民会」のそれとは重大な差異かある。というのはつぎに紹介するように『大

阪朝日新聞』の市長権限の拡大，強化論は，現行法（明治２１年市制）の等級選

挙制の廃止と「全公民の普通選挙」制を前提とするものであったからである 。

　　現行法は市公民の資格として２年以来市の住民となり其市の負担を分任し

　　云々と為せるも，２年の制隈は交通発達し経済上の変転迅速なる現勢に照

　　 して梢長きに過くるの感あり 。筍しくも市内に生活の本拠を有して幾分の

　　負担を為す者には悉く公民権を与ふべし，彼の納税額が市公民中最も多く

　　納税する者３名中の１人よりも多き時に限り ，年限の制限を加へざるは ，

　　 自治を以て財産家の政治視するものなり ，納桃釦缶岐あ如き注，白治あ未

　　訣蝕手机あ走ら 。殊に市会議員選挙人を納税額の多寡に従ひて３級

　　に区別し，少数なる上流杜会をして総員の３分の１を専有せしめ，多数な

　　る下流杜会と同数ならしむるが如きは，民権を躁躍する嫌あり 。然れは３

　　級制を排して全公民の普通選挙となし，以て全市民の代表者を市会に送ら

　　んことを望む（傍点は山中）（『大阪朝日新聞』明治４３年１２月２６日）

　この差異によっ てもたらされるちがいは，きわめて大きい。上にみた市長権

限の拡大，強化の前提として，等級選挙制の廃止と「全公民の普通選挙」制を

求める『大阪朝日新聞』の主張は，大阪市（都市）中間層や　般市民大衆のな

かにある大正デモクラシー思潮の胎動を代弁する声であったといえよう 。

　しかし「大阪市民会」「請願」の市制改正案にみられる市長権限の拡大，強

化案は，等級選挙制の廃止や「全公民の普通選挙」制を前提としないものであ

った。このような市長権限の拡大，強化案は，すでに述べたところからも明ら

かなように，政府 ・官僚側の市制改革構想にみられる市長権限の拡大，強化論

→明治４４年市制改正案におげる市長権限の拡大，強化規定と当然のことながら

軌を一にする 。

　このような（明治４４年）市制（町村制）改正案に対して，同案の衆議院通過を

目前にひかえた明治４４年（１９１１）３月８日付の『大阪朝日新聞』か，「全公民

の普通選挙」制どころか，公民資格の拡大，緩和すら行わず，かつ３級等級選

挙制を存続した市制改正案を「旧思想」ときめつけ「一律平等に参政権を有せ

　　　　　　　　　　　　　　　　（５６４）
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しめ選挙も簡単にせぼ可なり」として，市民「自治」なく ，市長権限の拡大 ，

強化のみを規定した市制改正案を痛烈に批判したのは，当然であ った 。

　したがって「大阪市民会」が上述したように都市（大阪市）中間層のなかに

ある大正デモクラシー思潮の胎動を代弁する声に背を向けた，等級選挙制の廃

止や「全公民の普通選挙」制を前提としない，市長権限の拡大，強化を主とす

る市制改正案：「請願」をつくり上げた時点において，すでに大阪市政改革運

動は，都市中間層や　般市民大衆から遊離し，彼らと敵対する存在てあること

が明確にな ったといわなけれぼならない。その時点において「大阪市民会」は ，

都市中間層や一般市民大衆に対抗する都市支配の体制の構築を目さすという点

において，政府 ・官僚側とはもちろん，予選派とも妥協，結合，一致する接点

をもっ たのである。ここに，政府 ・官僚側と大阪市民会→新「予選派」との妥

協， 結合，一致の論理が生まれたのである 。

１）　この一致の論理の基盤について追究については，すでに小路田泰直氏によっ て

　主に「受益者負担論」とい った視角から考察されている（小路田「両大戦間期の

　政党と官僚」日本史研究２８１号（１９８６年）１０２べ 一ジ以下）。 本稿は，このような

　先行業績をふまえ，小路田氏の他の業績にもよりながら，両者の構想にみられる

　考え方といった視角から，両者一致の論理を追究しようと試みるものである 。

２）　『原敬全集』下巻（原敬全集刊行会，１９２９年）７５３べ 一ジ。三谷太一郎『日本政

　党政治の形成』（東京大学出版会，１９６７年）８７べ 一ジ 。

３）　『原敬日記』第２巻（福村出版株式会杜，１９６５年）１７４べ 一ジ，明治３９年３月２７

　日の項。三谷 ・前掲注２）『日本政党政治の形成』８７べ 一ジ 。

４）三谷 ・前掲注２）『日本政党政治の形成』序論および第１部序章参照 。
５），６）同上，８７べ 一ジ 。

７）同上，８８べ 一ジ 。

８）　『明治大正大阪市史』第１巻（大阪市，１９３３年，復刻版，清文堂出版，１９６６年 ，

　１９８０年），４２９べ 一ジ 。

９）同上，４３７べ 一ジ。大正１５年（１９２６）には１２倍とな っている（同上，同べ 一ジ）。

１Ｏ）三谷 ・前掲注２）『日本政党政治の形成』８９べ 一ジ 。

１１）『帝国議会貴族院議事速記録２２（第２２回議会，明治３８年）』（東京大学出版会 ，

　１９８０年），２３６～２３７べ 一ジ。三谷 ・前掲注２）『日本政党政治の彩成』９４べ 一ジ 。

１２）『帝国議会貴族院議事速記録２３（第２３回議会　明治３９年）』（東京大学出版会
，

　１９８０年），１３８べ 一ジ 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（５６５）
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１３）同上，１３７べ一ジ 。

１４）三谷 ・前掲注２）『日本政党政治の彩成』９４～９５ぺ 一ジ 。

１５）前掲注１１）『貴族院議事速記録２２』２５５べ 一ジ 。

１６）同上，２７１ぺ 一ジ 。

１７）三谷 ・前掲注２）『日本政党政治の形成』９５べ 一ジ 。

１８）川村数郎述ｒ一山秘話」（１９２９年）１Ｏ１ぺ一ジ（三谷 ・前掲注２）『日本政党政

　治の形成』９８べ 一ジ所引による）。

１９）三谷 ・同上，９８べ 一ジ 。

２０）川村 ・前掲注１８）「一山秘話」１０５べ一ジ（三谷 ・前掲注２）『日本政党政治の

　形成』１００べ 一ジ所引による）。

２１）川村 ・前掲注１８）「一山秘話」１０６ぺ一ジ（三谷 ・前掲注２）『日本政党政治の

　形成』１００べ 一ジ所引による）。

２２）川村 ・前掲注１８）「一山秘話」１０５べ 一ジ（三谷 ・前掲注１）『日本政党政治の

　形成』１ＯＯぺ 一ジ所引による）。

２３）三谷 ・同上，１ＯＯぺ一ジ 。

２４）同上，１０１～２０４べ 一ジ 。

２５）小路田泰直『日本近代都市史研究序説』（柏書房，１９９１年），１９３べ 一ノ。井上

　友一『都市行政及法制』上（１９１１年）１１１べ一ジ（小路田 ・同上，１３９べ一ジ所引

　による）。

２６）小路田 ・同上，１９２べ一ジ以下 。

２７）井上 ・前掲注２５）『都市行政及法制』上，１９１ぺ一ジ（小路田 ・前掲注２５）『日

　本近代都市史研究』１９３へ 一ソ所引による）。

２８）井上友一『都市行政及法制』下，６べ一ジ（小路田 ・前掲注２５）『日本近代都

　市史研究序論』１９３べ一ジ所引による）。

２９）井上 ・前掲注２５）『都市行政及法制』上，２０２べ 一ジ，同下，６～８べ一ジ（小

　路田 ・前掲注２５）『日本近代都市史研究序論ｊ１９３べ一ジ所引による）。

３０）　明治元年（１８６８）１月１０日生，昭和２４年（１９４９）１１月２５日没。明治２５年７月
，

　帝国大学法科大学卒業後，第一銀行行員を経て ，翌２６年（１８９３）農商務省に入省 。

　翌２７年５月内務省参事官，２９年内務大臣秘書官，明治３０年１０月から１年問欲米各

　国へ出張，その後も内務省官僚として参事官，秘書官などを経て ，明治４１年７月

　から翌年５月まで欧米出張。帰国後，４３年９月に内務省土木局長，４４年９月に地

　方局長を兼任。以後，貴族院議員，内務次官，内務大臣などを歴任した（『戦前

　期官僚制研究会編 ・森郁彦著『戦前期日本官僚制の制度　組織 ・人事』（東京大

　学出版会，１９８１年）２２７ぺ 一ジ）。

３１）水野錬太郎『自治制の活用と人』（実業之日本杜，１９２２年）７４ぺ一ジ 。

３２）前田宇治郎『地方自治の手引』（地方改良研究会，１９１１年）３～４べ一ジ 。
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３３）石川一三夫『近代日本の名望家と自治　　名誉職自治制度の法杜会史的研究

　　　』（木鐸杜，１９８７年）。

３４）山中永之佑『近代日本の地方制度と名望家』（弘文堂，１９９０年）。

３５）前掲注３）『原敬日記』第２巻，３４２～３４３べ 一ジ，明治４２年３月４日 ，明治４３

　年１月１６日 ，１０月１１日の項。三谷 ・前掲注２）『日本政党政治の形成』１０４べ 一ジ 。

３６）　『原敬日記』第３巻（福村出版株式会杜，１９６５年）９６べ 一ジ，明治４４年３月１

　日の項 。

３７）三谷 ・前掲注２）『日本政党政治の形成』１０４～１０５べ 一ジ 。

３８）前掲注３６）『原敬日記』第３巻，９６べ 一ジ，明治４４年３月１日の項 。

３９）前掲注３）『原敬日記』第２巻，２１８べ 一ジ ，明治３９年１２月２４日の項 。

４０）三谷 ・前掲注２）『日本政党政治の形成』１０５～１０６ぺ 一ジ 。

４１）同上，１０６～１０７べ 一ジ 。

４２）山中 ・前掲注３４）『近代日本の地方制度と名望家』２８０べ一ジ以下 。

４３）水野練太郎「自治制５０年の回顧と地方自治の諸問題」（東京市政調査会編『自

　治制発布５０周年記念論文集』京都市政調査会，１９３８年）１卜１２べ 一ジ 。

４４）　『大阪市会史』第１巻（大阪市役所，１９１０年）２１７べ 一ジ 。

４５）小路田．前掲注２５）『日本近代都市史研究序説』１５８べ 一ジ 。

４６）同上，１５８～１５９べ 一ジ 。

４７）　同上，１５９～１６４べ 一ジ 。

４８）同上，１６４～１６５べ 一ジ 。

４９）同上，１６５べ 一ジ 。

５０）同上，１５６～１６６べ 一ジ 。

５１）　同上，１６６べ 一ジ 。

５２）前掲注８）『明治大正大阪市史』第１巻，６９べ 一ジ 。

５３）宮地正人『国際政治下の近代日本』（山川出版杜，１９８７年）１３２～１３４ぺ 一ジ参

　照 。

　　なお，大阪市では，明治４０年代は組織的な労働組合運動は沈滞していたが，ス
　　トライキ数は明治４１年（１９０８）１３，同４２年１１ ，同４３年１０，同４４年２２，同４５年４９と

　漸次増加の趨勢にあ った。また杜会主義運動も盛んとなり ，杜会問題研究会，杜

　会主義協会，平民杜，国家杜会党，日本杜会党が組織されている（前掲注８）

　『明治大正大阪市史』第１巻，４４３べ 一ジ）。

５４）本稿，５０べ一ジ参照 。

５５）本稿，７５～７６べ一ジ参照 。

５６） ，５７） ，５８），５９）『明治４４年公文雑纂衆議院　貴族院事務局　帝国議会１　巻

　２８』（国立公文所館所蔵）。

　　　この大阪市民会の武内作平ぽかの市制改正請願と時を同じくして愛知県豊橋市

　　　　　　　　　　　　　　　　（５６７）
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の遠藤安太郎ほか５名からも市制改正の請願が第２回帝国議会に提出されている 。

これには「（１）会杜其 ノ他 ノ法人ノ 選挙権 二関スル規定ヲ 削除スルコト ，（２）議員 ノ

任期ヲ４年 二改 メ， 半数改選ヲ止ムルコト ，（３）議員 ノ選挙ハ単記無記名投票トス

ルコト ，（４）投票ハ選挙人自ラ投函スルコトニ改ムルコト ，（５）投票ヲ記載スル能ハ

サルモノハ之ヲ為サシメサルコト ，（６）市長助役 ノ任期ヲ４年 二短縮スルコト
，（７）

訴願裁決 ノ期限ヲ定ムルコト ，（８）市公民資格 ノ納税額ヲ市税２円以上トスルコト ，

（９）議員 ノ選挙 ニハ監督官吏 ヲ派シテ監督スヘキ規定ヲ設クルコト」（同上『公文

雑纂』）と市制改正要求が掲げられているが，市長権限の拡大，強化の要求は掲

げられていないことに注意しなければならない。このことは「小都市においては

（市長の一山中注）単独機関制を喜ぱ」ないという水野の指摘（水野 ・前掲注３１）

『自治制の活用と人』９７べ一ジ）からも判断されよう 。

むすびにかえて

　以下，本稿は前章までの考察をふまえ，明治４４年（１９１１）市制町村制改正と

地方改良運動の意義を日本帝国主義成立期の都市と農村を通ずる地方政策 ・法

の問題として全機構的，全体制的に把握する試論的仮説を提示してむすびにか

えたいと思う 。

　私は，すでに拙著において明治４４年の市制町村制とそれを中軸として展開さ

れた地方改良運動について，主に町村制の側面から考察し，その考えを提示し

た。 要約すればつぎのとおりである 。

　要するに，明治４４年（１９１１）町村制の主要な立法意図は，町村長の権限の拡

大， 強化と ，国から町村への事務委任規定の拡充，強化にあったといえよう 。

町村長の権限が拡大 ・強化されたことは，町村が国からの委任事務をより多く

引き受げることによっ て国の出先機関としての性格を強めたこととあいまっ て，

地方「名望」家町村長の官吏化をいっ そう推進しようと企図されたのである 。

このことは，町村住民に対する官僚制支配が町村長を通じて一だんと強化され

たことを意味するものにほさならない 。

　しかし，財政制度については，主として町村基本財産に関する規定を整備す

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５６８）
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ること ，納税義務範囲の拡張と賦課徴収規定を整備すること ，およぴ使用料 ・

手数料 ・特別税に関する制裁を重くすること（旧法で１円９５銭以下の科料を課す

ることができるとしていたのを５円以下と改めた）など（第８９条～第１０５条，第１０７条～

第１１１条）によっ て， 住民に対する租税徴収を強化したにすぎず，町村の財政力

は， 根本的にはなんら拡充されなかった 。

　したがって政府は，新町村制を施行するに当 って，部落有財産を町村有財産

に転化する政策，いわゆる部落有財産統一政策によっ て町村財政力の拡充をは

からなければならなかったのである 。

　部落有財産統一政策とともに，この新（市制）町村制を実施するうえで支え

とな ったものが，日露戦争後の明治４１年（１９０８）に発布された戊申詔書を契機

としてはじめられた地方改良運動であ った。地方改良運動はまた，（市制）町

村制を中軸としてこそ，はじめて展開されえたのである。これは，地方改良運

動に続いて大正期に展開される民力酒養運動においても同様であ った 。

　　　　　　　　　　１）
　すでに述べたように，新（市制）町村制は，日露戦争後の（市）町村秩序の

動揺という事態に対処するためのものであったが，政府は，部落有財産統一政

策と並行して（市）町村秩序の維持 ・強化をはさるための政策をつぎつぎに打

ち出した。水利組合法（明治４１年），改正耕地整理法（明治４２年）による耕地 ・

水利行政の本格的展開，家畜市場法（明治４３年） ・蚕糸業法（明治４４年）や府県

営の米穀検査事業なとにみられる農産物商品の流通 ・取引に対する行政的規制 ，

改正産業組合法（明治４２年） ・改正農会法（明治４３年）による農業団体に対する

官僚統制の強化などが，それである 。

　地方改良運動は，これらの政策を遂行するための基盤をつくることを目ざし

たものであ った。郡長 ・町村長の教化，指導によっ て町村庄民に対して，二宮

尊徳の報徳精神を指導原理とする親睦協和と勤労精神を鼓吹しながら，住民が

自発的に行政に協力する精神を培養することがはかられた。そのため，農会 ・

産業組合 ・衛生組合 ・在郷軍人会などの町村単位の民間諸団体が行政補助組織

として利用された。また　般町村住民もその構成員として包含する戸主会（家

長会） ・主婦会などやそれらと類似の各種民間団体を組織すること ，町村是の

　　　　　　　　　　　　　　　　（５６９）
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制定等が奨励された。したがって，これらの民間諸団体は，いずれも ，府県知

事・ 郡長 ・町村長の行政系列に統合されていた 。

　これらの民間団体においては，たとえぱ戸主会（家長会）などにおいては ，

共同体的な表見的全戸平戸形態の再編 ・復活がみられた。これは，行政補助組

織においてとはいえ，町村住民の町村行政への参加を表見的にしろ実現するこ

とによっ て町村秩序の動揺をもたらしたような小作人層などの町村　般住民の

噴出するエネルギーを吸収しようとして企図されたものであ った。したがって ，

これら民間諸団体のなかに表見的に共同体的秩序の再編 ・復活とみえるものか

あっ たとしても ，それは共同体秩序そのものの復活ではなかった点は，注意さ

れなくてはならない。それはまさしく帝国主義国家の町村統治機構の一環とし

て適合的な行政補助組織であったといわなければならないものなのである 。

　その目的は，小作人や労働者の急激な成長に対応して，これまで町村行政か

ら排除してきた彼らに，戸主会あるいは家長会などの行政補助組織に加入させ ，

彼らに，それらの組織を通じて発言の場を与えると同時に，戸主会や家長会な

どの会長を町村長とし，その町村長から，町村行政その他について，それらの

組織を通じて，彼らの一定の理解と協力を求めさせることにより ，動揺しつつ

ある町村におげる「名望」家支配体制を安定させるところにあったといえよう 。

　と同時に，明治４４年（１９１１）（市制）町村制を中軸として展開された地方改良

運動は，日露戦争を経て帝国主義国家に成長した目本の，切迫する対外危機に

対応するために求められた，国民統合の方式でもあ った。日露戦後に，（市制）

町村制をはじめ統治機構などの改革が行われると同時に，その改革の一環とし

て地方改良運動などの諸政策が，つぎつぎと打ち出され，それらの運動の実行

組織として，すでにみたような各種の団体の設置が奨励されたのは，先に紹介

した山口県事務官，西村保吉なとのいう「挙国一致」の体制＝帝国主義国家体

制をつくりあげるために，天皇制支配を，（市）町村住民：　般国民に，より

いっ そう浸透させることが目ざされたからにほかならない。これらの諸改革 ，

諸政策の展開によっ て， 天皇制国家権力の人民支配は，従来の中央政府→府県

→郡→町村→住民とい った，いわば点と線の行政系列を通ずる，地方「名望」
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家による住民支配方式から，その系列の整備，強化をともないつつ，かつ整備 ，

強化された行政系列を中軸とし，戸主会（家長会）なとの諸種の行政補助組織

を通じて，　般町村住民をも動員して，国政＝全政策の集中的貫徹をはかろう

とする，いわぼ全面的 ・包括的な支配の方式へ転換したといえよう 。

　これは，近代日本の，地方「名望」家支配方式の転換としても注目しておか

なげれはならない。これまて，町村行政から排除してきた地主以外の　般町村

住民にも ，彼らを町村行政へ協力させるという目的にしろ，戸主会（家長会）

などの行政補助組織を通じて，　般町村住民にも行政へ関与させる機会を与え

たからである 。

　このような地方改良運動では，町村長に加えて，小学校教員，宗教家などが ，

行政補助組織の指導層として動員され，彼らと　般町村住民とを連繋させる媒

介項として，在地の生産力の担い手たる中小地主ら，町村「名望」家層や，自

作上層が位置づけられ，利用されたのである。これを地方「名望」家支配とい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
う観点からみるならば，既述したような諸条件のなかで，不安定性を増大した

地方「名望」家支配の安定をはかるために，従来の地方「名望」家支配体系の

行政系列を整備，強化しながら，戸主会（家長会）などの行政補助組織を設置

し， それらを通じて地方「名望」家支配体制を支える層を　般町村住民にまて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
拡大するための装置を設定しようとしたものということができよう 。

　この仮説は，主に農村（町村）を対象にした考察にもとづくものであ った 。

　つぎに，この仮説と都市（地方）「名望」家支配を焦点とする明治４４年市制

と地方改良運動についての，本稿の考察とを関連つげて，明治４４年市制町村制

と地方改良運動を全機構的，全体制的に把握する試論的仮説を提示してみたい 。

　そのためには，まず明治２１年（１８８８）市制町村制における地方「名望」支配

の， 市（都市）と町村（農村）の間にある法構造上の差異についての検討から

はじめなげれはならない。それは，明治４４年（１９１１）市制町村制の前提であ っ

たばかりでなく ，近代目本の市制町村制の出発点となり ，その基本原理を形成

したものであ ったからである 。

　すでに述べたところからも明らかなように，明治２１年（１８８８）ｒ市制町村制

　　　　　　　　　　　　　　　　（５７１）
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理由」は，「行政事務ヲ地方二分任シ」「技術専門 ノ職若クハ常職トシテ任ス可

キ職務 ノ外概ネ…… 無給」で「地方 ノ名望アル者ヲ挙ケテ」「公用ノ 事務」の

「任二当ラシメル」ことを求め，市制町村制によっ て， いわゆる地方「名望」

家支配体制を制度的に保障し，構築することを意図していた。しかし，地方

「名望」家支配の法構造は，市制（都市）と町村制（農村）では，法構造上，一

定の差異かみられたのである 。

　まず市制についてみると市長は「有給吏員」とな っている（第５０条）。 したが

って「名望」家の概念に当てはまる「名誉職」は，参事会員（第５４条）と市会

議員（第１６条）ということになる。市行政の執行機関は，市長と「有給吏員」

である助役（第５２条第１項）（東京は３名，京都 ・大阪は各２名，その他は１名一第４９

条第１項２号），名誉職参事会員（東京は１２名，京都　大阪は各９名，その他は６名

一第４９条第１項３号）によっ て構成される市参事会である（第６４条）。 助役と名誉

職参事会員は，その市公民中年齢満３０歳以上で選挙権を有する者のうちから市

会によっ て選挙される（第５１条 ・第５４条第１項）。

　　　　　　　　４）
　市会は，市公民から等級（３級）選挙制によっ て選挙された議員（名誉職）に

よっ て構成される（第７条 ・第８条 ・第１１条 ・第１３条 ・第１５条）。

　市長は，内務大臣が市会に命じて，３名の候補者を推薦させ，その候補者の

うちから「上奏裁可ヲ請 フ」て選任した（第５０条）。

　市長および助役は，先に指摘したように「有給吏員」であるから，必ずしも

地方「名望」家であることが求められているとはいえない。そのことは，市長

および助役が，その市の「公民」であることを要しない（もちろん市長，助役に

就任すれぱ市公民となるが）ことからも明らかであろう（第５３条）。 そのことはま

た「市制町村制理由」が「技術専門 ノ職若クハ常職トシテ任ス可キ職 ノ外概ネ

　・無給」（傍点は山中）で「地方 ノ名望アル者ヲ挙ケテ」「公用ノ 事務」の

「任二当ラシメル」と述べていることを反対解釈すれば，いっそう明白となる 。

つまり市長，助役が有給であることは，市長職，助役職が「技術専門 ノ職若ク

ハ常職トシテ任ス可キ職」であり ，したがって，地方「名望」家であることは ，

必ずしも求められていないということができるからである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（５７２）
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　このように考えると ，市長は，町村長と比較して，市制の立法意図としても ，

地方「名望」家てあることよりも ，むしろ行政官吏であること（市制第７４条）

：行政専門家であることを求められていたことになる 。

　このことは，水野練太郎が，その著『自治制の活用と人』において「市の如

き事務の繁き，事業の多き団体に於ては，専務の市長を置くことか，最も適当

であると信ずる。我自治制度に於て，由舟良注名舎禽走る壬庄貞ｕ二寺毛毛 ，命

長は有給職たるべしとせるる
ぽ， 全く此主白ｊ：ら由走る毛あである。即ち独逸

流の主義にして，此主義に依る市長は，膏姦あら症壷ある秦彦倉由栓壱を真痛

　　　　　　　　　　　　　　５）
するものたるを要するのである」（傍点は山中）と述べていることからも裏付け

られるのである 。

　上述したところから，市制においては，立法意図のうえでも ，制度上でも都

市の地方「名望」家支配体制の力点は，市参事会と市会議員に置かれており ，

市長（助役）には，むしろ地方「名望」家であることよりも ，行政専門家：専

門行政官僚であることを求められていたといえるであろう 。

　行政官吏である市長は，市参事会を召集し，議長とな った（第６７条第２項）。

また市参事会は，市長の職務を補助し，市長の「故障」がある時は，市長を代

理した（第６９条第１項）。

　したが って，きわめて，大ざっぱないい方をすることが許されるならぱ，市

制においては，市参事会か，それを通じて名誉職＝「名望」家参事会員か，市

長を拘束，規制する制度的保障とな って，都市「名望」家支配体制が構築され ，

維持される法構造上の仕組みとな っていたといってよいであろう 。

　それに対して，町村制においては，これもまた大ざっばないい方をすること

が許されるならば，地方「名望」家支配体制は，町村公民（第７条）から等級

（２級）選挙制によっ て選挙された町村会（議員）（第８条 ・第１１条～第１３条 ・第１５

条）とそれを基盤として選ばれた町村長，助役（第５３条）によっ て構築，維持
　　　　　　　　　　　　６）
されるという法構造の仕組みが採られていたといえるのである。というのは ，

町村長，助役，町村会議員ともに「名誉職」（第５５条 ・第１６条）＝地方「名望」

家であることがたてまえとされたからである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（５７３）
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　もちろん，町村行政執行機関である町村長に対しては「名望」家であること

と同時に市長と同様，行政宙吏であることか求められている（第６９条）。 この原

則は，明治４４年町村制においても継承されている（第１６条第１項，第６１条，第６３

条， 第１項，第３項，第７２条，第７７条）。 この原則が，すでに拙著において述べた
　　７）
ように町村における地方「名望」家体制を構築，維持するに当って重要な矛盾

となり ，障害とな って，町村における地方「名望」家支配体制の不安定要因と

もな ったのである 。

　問題を本稿が考察の焦点としている市町村長権限という点に限定して考える

ならば，町村制においては町村長に対しては，地方（町村）「名望」家である

ことが求められたが，市制においては，市長に対しては，地方（都市）「名望」

家であることか必ずしも求められなかったという差異は，きわめて重要な意味

を有する。それは，都市行政執行機関である市長には，明治２１年（１８８８）市制

の時から，すでに都市「名望」家であるよりも ，行政専門家→行政専門官僚で

あることが求められていたことを推察させるからである。この原則は，明治４４

年（１９１１）市制においても継承されているということができる（第７３条，第７６条 ，

第８７条第２項，第９３条）。 これは，町村行政に比較すれば都市行政が，より専門

技術性を必要とされると考えられることからも容易に理解されよう 。すでに述
　８）
へたように，東夙 ・京都 ・大阪の大都市には，はじめ市制特例（明治２２年３月

２３日 ，法律第１２号）が施行され，市長が置かれず，内務官僚（行政専門官僚）で

ある府知事が市長の職務を行った（市制特例第１条）のも ，そのことが当然，立

法意図の１つに含まれていたからであると考えられる 。

　明治４４年（１９１１）市制においては，立法意図のうえでも ，制度上でも ，この

ような本来的性格を有する市長の権限が拡大，強化されたのである 。明治３１年

（１８９８）９月３０日 ，市制特例廃止後，同年１０月１日より大阪市に施行されてい

た明治２１年市制よりも明治４４年市制が，市長に対して，いっそう都市行政専門

家であることを求めたのは当然であ った。ここに大阪市において池上四郎や関

一のような都市行政専門官僚が市長として就任する法制史上，制度上（立法意

図上）の必然性があったといわなければならない 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５７４）
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　このような大阪市において，明治４４年市制を中軸とする地方改良運動は，ど

のようにして展開されたであろうか。明治４４年市制（町村制）そのものか，地

方改良運動（政策 ・法）の所産であるという ，先述のような考え方をすること

もできるか，ここでは，これまで　般にいわれている地方改良運動の概念にそ

って考えることとする 。

　　　　　９）
　先学の研究によっ ても ，明治４４年市制の時期において，町村（農村）でみら

れたような地方改良運動実施のための戸主会，主婦会，青年会なとの行政補助

組織は，大阪市においてはみられない。逆説的な見方をすれば，政府 ・官僚の

構想と軌を一にするような市制改正案の実現を「請願」した大阪市民会こそ ，

主観的意図はともかく ，客観的には，地方改良運動における行政補助組織と同

様な役割を演じさせられたということもできよう 。

　しかし，それはさておき，大阪市では，大正５年（１９１２）１２月 ，大阪市当局

の働きかけによっ て青年団が結成されている。これは，大阪市が高島屋，十合

百貨店，伊藤萬ら市内の大商店経営老２５人を招集し，青年団に関する懇話会を

開き，青年団結成を訴え，大阪市連合青年団として発足したものであ った。翌

大正６年現在で，１１４団体約２万人といわれているが，その多くは，市内の銀

行， 会杜，商店らの青年労働者の「修養団体」であり ，「広義の補習教育を主

眼」としたものであ った。このような企業型青年団は，当時の労働運動の高揚 ，

労働者の権利意識の拡大を抑圧，解消させるために企業に付置された労使協調

補助機関としての性格をもつものであり ，町村（農村）にみられたような行政

補助組織とはいえないものであ った。大阪市に行政補助組織らしい名称をもっ

たものが，いくつか登場するのは，大正８年（１９１９）３月以降展開される民力

　　　　　　　　　　　１０）
酒養運動以降のことである。これとても実際に，町村と同程度に行政補助組織

として結成され活動したかどうかは，今後のさらなる検討にまたなけれぼなら

ない 。

　まして，明治４４年市制施行当時，大阪市において地方改良運動実施のための

行政補助組織が結成された形跡はみられない。では，当時の大阪市において町

村にみられる行政補助組織に代位する施設，手段は何であ ったろうか。私はそ

　　　　　　　　　　　　　　　　（５７５）
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れを「大阪市公報」に求めたいと思う 。

　「大阪市公報」は，時あたかも戊申詔書（明治４１年１０月１３日）の発布，地方改

良運動を約９ヵ月後にひかえた明治４１年（１９０８）の１月１１日に，その第１号が
　　　　　　１１）
発刊されている。その「発刊の辞」は，つぎのとおりである 。

　　発刊の辞

　極メテ陳套 ノ辞ヲ繰返スニ適ケレドモ敢テー言ヲ禁ズベカラザルモノアリ ，

日露大戦役 ノ終局ト共二帝国 々勢 ノ上二現ハレル向上的傾轡ハ 唯リ夫 ノ陸海

軍備 ノ拡充ト及ヒ 財政経済 ノ膨脹トニ於テ，異常 ノ進連ヲ示セルノミナラス ，

都市行政二於ケル百般 ノ施設経営ニシテー目ヲ緩クス可ラザル者 ノ踵ヲ衝イデ

起レルコトモ，亦特二注目二値スベキ新現象タラズンバアラズ，職二市政二当

レル者 ノ， 此際切二市民二嘱望スル所ハ克ク自治機関 ノ本能 ヲ発揮 シ， 之ヲシ

テ国家統御 ノ下，別二地方制度 ノ基礎ヲ輩固 二１，共同生活 ノ完整ヲ計リ ，為

政分権 ノ実ヲ挙ゲシメンコト是ナリ ，而シテ其 ノ玄玄二達セントスルノ 策， 固ヨ

リーニシテ足ラズト難 モ， 必ズ先ヅ市民ヲシテ這般自治機関 二対スル注意ト趣

味トヲ深カラ ：■メ ，之 二処スル ニ公共的観念ヲ以テセソムルヨリ急且ソ切ナル

ハ非ジ，之ヲ為サントスルハ市民ラシ÷命合直〉喜痘二古う ，白紬二言詰タ〉由

ヘズ之ヲ知悉セシムルらう曇↓
ノし

。

　本市 ノ如キ ニアリテハ 既二有カナル新聞紙 ノ発見セラルルアリテ，常二市

行政 ノ記述二怠ラズト雄 モ， 凡斯業 ノ方面ハ 杜会万般 ノ事二及ボセルヲ以テ ，

唯リ市行政ニノミ爾カク専ナルヲ許サズ，然 レ圧舌合汝ン由痘十二∴，缶由鉦

ノ記事トシテハ極メテ微細ナル妻柄二÷壬，希合汝兵レ白体二在う÷∴
，’

夫二

注意研究セザルベカラザ
ノＬ主二主，赤放÷歩÷ニタ今尖，故二此等 ノ事 二関 シ

何モノカ新聞紙 ノ報道以外二決÷必ズ先ズ市民ヲシ÷乏シ如喬↓二ニ
ノし癌南ナ

ルヲ要 ス， 即チ本市公報ヲ発行スルノ已ムベカラザル所以ナリ

　償クハ又此必要ヲ外 ニシテ，如今我国都市 ノ改良進歩ヲ計ラント欲セバ勢 ヒ

範ヲ欧米各都市 ノ施設二採ラザルベカラズ，而シテ其資料 ノ参考トナルベキモ

ノニァリテハ 直接間接二市行政二与ルモノハ勿論，市民 ニモ亦常二之ヲ示 ：■
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之ヲ知ラシムルコトハ是亦市政 二対スル新智識ヲ啓発シテ自治機関 ノ改良進歩

ヲ促スベキ至要 ノ方法タリ ，即チ本公報ハ特二亦努カヲ此二致サンｒヲ 翼フ 。

　前述 ノ趣旨二依リテ発行セラレタル本市公報ハ 早晩之ヲ日刊トシ，博ク発

売セノトスルノ 計画ナレドモ之ヲ実行セントスル ニハ尚ホ多少 ノ準備ヲ要スル

ヲ以テ，今ハ暫ク週刊トシ之ヲ発売セズ単二市政二関係アルー部人士二頒布 ス

ルニ 止メ ，更二他日ヲ待チテ施設 ノ拡張，紙面 ノ整備 ヲ図ラ１■コトヲ期 ス， 以

　　　　　　　１２）
テ発行 ノ辞トナス 。

　それは，はじめに日露戦後経営における都市行政の重要性を述べ「職二市政

二当 レル者 ノ， 此際切二市民 二嘱望スル所ハ 克ク自治機関 ノ本能ヲ発揮 シ，

之ヲ！テ国家統御 ノ下，別 二地方制度 ノ基礎ヲ輩固 ニノ共同生活 ノ完壁ヲ計リ ，

為政分権 ノ実ヲ挙ゲ」（傍点は山中）なげれぱならないとしている。そのために

は「市民ヲシテ市行政 ノ各般 二亘リ ，巨細ナク論ナク断ヘズ之ヲ知悉セシ」め

ることがまず肝要であるとする。新聞紙はあるが「市行政其 レ自体二在リテハ

夫二庄意研究セザルベカラザルモノモ，亦敢テ少キ ニアラズ」（傍点は山中）で

あるから「新聞紙 ノ報道以外二於テ必ズ先ヅ市民ヲシテ之ヲ知得セシムル機関

アルヲ要ス」とし，「欧米各都市 ノ施設」を模範として「其資料 ノ参考トナル

ヘキモノニアリテハ 直接間接二市行政二与ルモノハ勿論，市民 ニモ亦常 二之

ヲ示シ之ヲ知ラシムルコトハ是亦市政 二対スル新知識ヲ啓発シテ自治機関 ノ改

良進歩ヲ促ス至要 ノ方法タリ」と ，「大阪市公報」発刊の意図を述べているの

である。そして「今暫ク週刊トシ之ヲ発売セズ単二市政二関係アルー部人士 二

頒布スル ニ止 メル」が「更 二他日ヲ待チテ施設 ノ拡張，紙面 ノ整備 ヲ図ラント

ス」としている 。

　ここにみられる「大阪市公報」の発刊の意図は，町村にみられる戸主会，主

婦会，青年会などの行政補助組織の地方改良運動の施設としての役割を「公

報」に担わせようとしていたことを示すものといえよう 。その際，新聞はあ っ

ても ，その報道内容が「市政其 レ自体二在リテハ 大二注意研究セザルベカラ

サルモノ」か少なくないという「発刊の辞」のなかの文言の紙背を，当時の新

聞論調に対して一定の警戒心を表明したものと読みとれないこともないのでは

　　　　　　　　　　　　　　　　（５７７）
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なかろうか。もし，そのように読みとることができるとすれば，そのことの意

味は，時期はあとになるが，すでに紹介したように『大阪朝日新聞』（明治４３年

１２月２６日）が「市制改正ノ 要点」を論ずるに当 って，等級選挙制の廃止と「全

公民の普通選挙」制を主張して，大阪市（都市）中間層や　般市民大衆のなか

にある大正デモクラシー思潮の胎動を代弁していたことなどを想起すれば十分

に理解されるであろう 。

　このように考えるならぱ，「大阪市公報」は当時，弁護士 ・新聞記者などが

参加して膨拝として起こっ てきつつあった市政改革運動その他大正デモクラ

シー思潮の胎動を代弁する動きなどに対抗するためにも発刊された官製新聞で

あっ たといえよう 。

　事実，発刊された「大阪市公報」は「条例」「告示」「庁達」などのほか，人
事， 諸行事，市会，市参事会の様子，諸外国の行政資料なと市行政に関わる種

々様々な事項が掲載され，それらの市民への周知，徹底がはかられている。そ

こには，町村（農村）の地方改良運動の行政補助組織である戸主会（家長会）な

どでみられた共同体的な表見的全戸平等形態を再編 ・復活して，行政補助組織

とはいえ，町村住民の町村行政への参加を表見的にしろ実現することによっ て

町村秩序の動揺をもたらしたような小作人なとの町村　般住民の噴出する工不

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）ルギーを吸収しようとする手段，施設としての役割は，全く考えられていない 。

そこにみられるのは，すでに紹介した明治４４年市制施行当初の市長告示にみら

れたような権威的，官僚的市行政の態様を，市民に周知，徹底させて，強引に

市行政を市民に浸透させて市行政に従わせようとする強権的な市民＝国民統合

の姿勢であったといえよう 。そこには，さらに都市（地方）名望家たちをも権

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）威的，官僚的市行政に服従させようとする強権的姿勢すらうかがえるのである
。

　市行政に，そのような権威的，官僚的姿勢をとらしめた基底には，ますます

複雑化，肥大化する都市行政を自らが市長として担当する専門的，行政的技術 ，

能力をもっ た人物を選出することができない都市（地方）「名望」家層の実態

と， そのことから生ずる「名望」家層の弱点があったからであるといえるので

はなかろうか。したが って，権威的，官僚的市行政にバックア ップされてこそ ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（５７８）
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はじめて都市「名望家」は，その市域における支配体制を再編，強化し，維持

することができたといっても過言ではない。そこに大阪市において専門行政官
　　　　　　　　　　　１５）
僚である池上や関が，長期にわたり ，新「予選派」およびその系譜をひく会派
　　　　　１６）
の支持をえて，市長の座を占めつづけた大きな原因があ ったといえよう 。

　以上，大阪市を事例として ，明治４４年（１９１１）市制を中軸として展開された

地方改良運動における市民＝国民統合のあり方を考察してきた。大阪市では ，

町村（農村）に比較して，すでに共同体性が崩壊，稀薄化して ，町村（農村）

の地方改良運動においてみられた戸主会（家長会）のような町村（農村）の共同

体的性格を利用した行政補助組織を結成することの困難な，大都市に適合した

形での地方改良運動が行われていたといえよう 。

　それは，上にみたように「公報」という情報伝達手段を利用して，市政改革

運動その他大正デモクラシー思潮を代弁する動きなどに対抗しつつ，市行政の

　般市民への周知，徹底をはかり ，拡大，強化された市長権限のもと ，行政専

門官僚たる市長が，「名望」家をも ，そのもとに服従させる権威的，官僚的な

市民＝国民統合という形であ った。これもまた明治４４年市制によっ て整備，強

化された中央政府→府知事→市長という官僚行政系列を中軸とし「公報」とい

う情報伝達手段を利用して，国政＝全政策→市政の集中的貫徹をはかろうとす

る，一種（都市型）の全面的，包括的な支配方式であり ，かつそのような支配

方式へ転換したことを示すものとしてとらえることができるのではなかろうか 。

　その点において，すでに述べた町村（農村）における住民＝国民統合方式と

上にみたような都市（大阪市）における市民：国民統合法式は，農村型と都市

型という一定の差異はみられたといえよう 。しかし，両者は，相互に協働，連

帯して，日本帝国主義国家の全機構，全体制を支える統治装置たりえたといわ

なけれはならない。こうし（，明治４４年（１９１１）市制町村制を中軸として，地

方改良運動が，都市，農村を通じて展開され，日本帝国主義国家の全政策→地

方行政政策 ・法の浸透，徹底がはかられていったのである 。

１）本稿，３８～４１べ 一ジ 。

（５７９）



９２　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第５号）

　２）本稿，３６～３７べ 一ジ 。

　　　なお，この諸条件の重要なものの一つに，地方ｒ名望」家が，　般的に行政能

　　力を欠如していたことが挙げられなければならないことを注意しておきたい（山

　　中永之佑『近代日本の地方制度と名望家』（弘文堂，１９９０年）２９２～２９３べ 一ジ ，
　　３０８べ 一ジ，注２９）参照）。

　３）山中 ・同上，３１６～３１９べ 一ジ 。

　　　なお，後藤靖教授の労作「村落構造の変化と行政の再編過程　　長野県伊都郡

　　松尾村の事例　　」（井上清編『大正期の政治と杜会』（岩波書店，１９６９年）１１７

　　ぺ一ジ以下）はこの時期の村落構造の変化を考察した貴重な業績である 。

　４）公民であるがためには，（１）「満２５歳以上」の「帝国臣民 ニシテ公権ヲ 有シ」 ，
　　 「一戸ヲ構ヘル」男子であること ，（２）「２年以来」市町村の「住民」となり ，そ

　　の市町村の「負担ヲ分任 シ」，（３）その市町内において「地租ヲ納メ若クハ直接国

　　税年額２円以上ヲ納ムル者」であることの３要件を備えることを必要とする（市

　　制第７条，町村制第７条）。

　５）水野練太郎ｒ自治制の活用と人』（実業之目本杜，１９１２年）８１へ 一ソ。
　６）　この点についての詳細は，山中 ・前掲注２）ｒ近代日本の地方制度と名望家』

　　２８０ぺ一ジ以下参照 。

　７）同上，２８３べ一ジ以下参照 。

　８）本稿，７０べ一ジ 。

　９）尾川昌法「治安維持法体制と思想支配　　中央教化団体聯合会の形成」日本史

　　研究，１７６号（１９７７年）１９５べ一ジ以下 。

１０）大正９年（１９２０）４月以後，大阪市は，青年団を補助規定によっ て保護育成す

　　 る。 学区本位の青年団の結成が奨励されるのは，大正８年からのことである（尾

　　川 ・前掲注９）「治安維持法体制と思想支配」２０５べ 一ジ）。

１１）公報は，郡も発行しているが，大阪市に比べると時期はいくらか遅いようであ

　　 る。 たとえぱ，「犬阪府三島郡報」は，第１号発行か，明治４４年（１９１１）６月２

　　 日付で比較的早いが，兵庫県「川辺郡公報」は，第１号発行が大正７年（１９１８）

　　 ５月２５日である（山中永之佑監修丁兵庫県川辺郡役所編纂　川辺郡公報（上）』

　　伊丹資料叢書５（伊丹市役所，１９８１年）１ぺ 一ソ参照）。

１２）「大阪市公報」第１号（明治４１年１月１１目）１へ一ソ（大阪市史編纂所所蔵）。

１３）山中 ・前掲注２）『近代日本の地方制度と名望家』３１８ぺ 一ジ，本稿，８１～８２べ

　　 一ジ参照 。

１４）芝村篤樹氏の研究によれぱ，関市長当時の市会議員は「関さん時代から理事者

　　が強くな ってきた」と語り ，「市会議員が関市長の所へ恐れてよういかなかった

　　とも」いわれている（［大阪人』８巻２号）とされる。池上市長の時代は，その

　　ように市長が権威をもつようになる過渡期であるといわれる。芝村氏は「関を頂

　　　　　　　　　　　　　　　　（５８０）
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　点とする執行機関の市会（議員）に対する優位は，……議員の地域への影響力の

　保持（票田の開発）が行政施策に深く依存するようにな ったという事態によっ て

　いた。また行政の肥大化 ・複雑化に伴 って，都市専門官僚のイニシアティブが強

　まっ た。 この点で関は，高い識見と優れた行政手腕によっ て圧倒的な権威を確立

　したのである。さらに関の権威を高めた要因として指摘できるのは，中央の政 ・

　官界に独自のつたかりをもっ ていたことてある」（同『関一　　都市思想のパイ

　オニア　　』松籟杜，１９８９年，１６９へ 一ソ）と述へておられる。このほか芝村氏

　は，議員職の職業化も ，その理由として挙げておられる。いずれも正鵠を射た意

　見で，私も賛成である 。

　　なお，芝村氏は，一方で関が，大都市市長の権限と大都市の財政自主権を強く

　した点を「現在でいう団体自治権と財政権の主張である」（同上，１０５べ 一ジ）と

　され　「関がめざしたのは，公共心にもとづき，専門知識に裏付けられた都市専

　門官僚のブルジ ョア合理主義的な（市営事業経営論にみられるような）都市経営

　の発展であり ，それを制約し歪める，一方における中央官僚（政府）の官治主義

　と ，他方における政党や無産運動を含む住民の要求 ・批判に対して自立し得る制

　度的保障を確保しようとしたのが関の都市自治論であ った」（同上，１０７～１０８べ

　一ジ）。 ｒそうだとすれぼ，関の都市自治論は，当時の国家の制度と政策を改革す

　る側面を有しているとともに，都市専門官僚によるブルジ ョア合理主義的都市経

　営の枠を超える住民の要求 ・批判に対しては，抑圧的側面を持ち，そのことによ

　っ て住民自らの要求運動や自治的団結をスポイルし兼ねない内容を有していた」

　（同上，１０８ぺ一ジ）と述べておられる 。

１５）池上市長は，大正２年（１９１３）１Ｏ月１５日就任し ，大正１２年（１９２３）１１月９日退

　任，関一市長は，大正１２年１１月３０日就任し ，昭和１０年（１９３５）１月２６日に退任し

　ている 。

１６）原田敬一「都市支配の再編成　　日露戦後大阪市政改革運動をめくっ て　　」

　ヒストリア１０１号（１９８３）８５べ 一ジ 。

（５８１）




